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I.はじめに
1989年 4月28日ドイツ荷主諸団体1)は極東欧州運賃同盟2l(the Far Ea-
1) FEFCは極東・アジアと欧州・地中海の往復航同盟すべてを総称する言い方で，
FEFCの内部には分岐同盟として極東・アジアから欧州方面（西航） 7同盟， 欧
州方面（東航）から復航10同盟があり，それぞれ管轄地域を定め，地方議長を任命
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stern Freight Conferenceー 以下 FEFC と略記する。）が実施している
「海運一貫通し運賃」の「内陸運賃表」について， EC委員会に対して苦情
し，航路状況に応じた盟外船対策を採用している。船腹拡充では，内部シェア協定
(IGA)に縛られ盟外船に遅れをとった。 1990年末で ICAは期限切れとなる。主要
品目は，西航（電気製品，モーターサイクル，オートパーツ，機械，タイヤ，維繊），
東航（機械，モルト，乳製品，ケミカル，ウィスキー， リーファー，プラスチック，
樹脂，紙）で，現在トリオ・グループ（日本郵船，大阪商船三井船舶，ハパクロイ
ド）のジャパンサービス，アジアサービスの2ルート18隻体制，ェース・グループ
（川崎汽船， NCL,OOCL)極東・欧州折り返しサービス (F.E. Express)，日本
・極東／欧州サービス (J.F. Express)，ネドロイド／OGM/MISC,欧州サービス
(1 ルート），マークス •P&OCL, 日本・極東／欧州航路 (3 ルート）極東／欧州航
路 (1ルート）で運航されているという。東航および西航の具体的ルートについて
は本稿巻末の資料参照。参加海運会社20社， 関係会員 (associatedmember) 1 
社（なお雑誌 “ContainerizaitonInternational"では19社となっている。 March
1993, p. 55)また FEFCの内陸運賃は 1990年1月1日から新運賃率表 (NT90) 
が採用されているという。『国際輸送ハンドブック』， 1991年版，ォーシャンコマ
スー， 1990.12, 21-23ページ，および “Statementof Objections," Commision 
of the European Communities, 21 December, 1992, pp. 3-7,さらに本稿第1
表「欧州定期航路の現状」， 48ペー ジ， 『日本海運の現況』，平成5年7月20日，運
輸省海上交通局編， 13本海事広報協会， 94ベージ参照。
FEFCが1992年2月から 3分割され，①日本／欧州②極東・東南アジア／欧州③欧
州／日本・極東・東南アジアの3同盟がスタート， それぞれの同盟がオートノミー
(Autonomy)となり，運賃政策，タリフ，同盟ルールの改定， 同盟運営について
各同盟の独自権限，決定権をもつ。同盟間の調整事項は前 FEFC隊長が行うとの
報道が行われている。雑誌「CARGO」1992年2月号， 16ページおよび 20ペー ジ，
さらに航路安定化協定 (ESA-EuropeanStabilisation Agreement)の締結機運が
あり，運賃体系の簡素化，運賃レベルのより現実的レベルヘの手直しおよび同盟の
構造改革，組織の簡素化に着手したとの報道もある。雑誌「CARGO」1993年5月
号， 46-74ペー ジ。
2) BDI (Budesverband), DIHT (the Deutscher Industrie-und Handelstag), 
BDGA (the Bundesverband der Deutschen Gross-und Aussenhandels, DSVE 
すなわちドイツ荷主協会 (theDeutsche Seeverladerkomitees)から，海運のロー
マ条約85,86条の適用細則を規定した1986年12月22日の理事会規則第4056/86の第
10条による苦情を受理した。 (0.J. No L 378, 22. 12. 86, p. 4), "Statement of 
Objections," op. cit. p. 1.本稿巻末資料 EC競争総局「反対意見書」（仮訳）全文
参照。
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （275)43 
の申し立てを行った。 FEFCは「海陸一貫通し運賃」を 5つの要素に分け
て3)' これらすべてを FEFCが決定している。競争規定を定めたローマ条
約第85• 86条が海運に適用される細則は，理事会規則第4056/86であるが，
海運同盟に対する一括適用除外を定めた第3条は「海上輸送」にのみ適用さ
れるぺきものである4)。しかしFEFCは海上輸送だけではなくて，港湾発着
の陸上運送部分についても「欧州ゾーン・チャージ」 ("EuropeanZone 
Charges’'）という名称でカルテル価格を実施している 5)。荷主団体は「欧州
ゾーン・チャージ」については，鉄道，道路，内陸水運による輸送に対する
競争規定である理事会規則第 1017/68が適用されるぺきである。同規定では
内陸輸送に対して一括適用除外を認めていない。 EC委員会にこの除外出来
ない行為を中止させるための適切な行動をとるように求めた。海上輸送活動
以外の部分の協定はローマ条約85• 86条に違反していると主張しているわけ
である。
この苦情に対して EC委員会は1989年6月23日に， FEFCにその苦情の
コビーおよびその他の資料を送付して意見を求めた。 FEFCは1989年1月
30日，理事会規則第4056/86の第3条は定期船海運同盟の陸上部分の運賃設
定活動にも適用されるとの陳述を行った。この内陸輸送に関する運賃表は，
荷主団体が「苦情申し立て」によって指摘しているような「内陸運賃表」
ではなくて，複合輸送サービスの単なる内陸部分に適用されるもので，同規
則第3条の適用範囲を埠頭から埠頭までの輸送に限定することは， 人為的
3) 5つの運賃要素とは a)港湾への輸送， b)港湾（船積）での貨物取扱い， c)海
上運送 (A港から B港までの輸送）， d)仕向け港での貨物取扱い（荷揚げおよび
内陸運送地点までの貨物取扱い (handling),e)仕向け港から到着地まで輸送であ
る。 “Statmentof Objections," op. cit., p. 2。
4)なお EC競争法の海運への適用については，本稿「V.1. ローマ条約の競争規定
の海運への適用の経緯」参照。
5)本稿「I.FEFCの共通内陸運賃制度の概要とフォーダーに対する戦略」参
照。
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で，非論理的で，法律を正しく理解していないと FEFCは反論している 6)0 
このような両者の意見の対立のもとで， ECSA7lとEC委員会では数回の
会合がもたれた。 ECSAは EC委員会に対し，コンテナ輸送による海陸複
合一貫輸送の商業的・経済的側面に対する理解を深めるように努めて来た。
すなわち「内陸運賃表」は1971年のコンテナ輸送の開始と同時に公表してい
るものであり，複合一貫通し輸送は連続したもので，各要素を切り離して独
立して考えるべきものではない8)。 国際複合運送人としてコンテナによる大
量貨物の効率的な海陸一貫輸送を行うには，最新のロジスティク・システム
の構築が必要である。そのためにはコンテナ船のベース・ポートの整理と，
その対応としての「欧州ゾーソ・チャージ」の設定が必要である。荷主団体
が言うように，陸上部分について同盟が共通運賃設定を行わず，個々の海運
会社にこれを委ねることは，規則4056/86でEC委員会が一括適用除外を認
めた同盟の運賃協定に影響を与え，これを崩壊させることになると考えてい
る。 EC委員会の中でも，第 7総局（運輸総局）はこの意見に同調し，第4
総局（競争総局）との間で対立が生じていた。このような経緯の中で競争総
局 Brittan氏は局長の地位を離れる直前の1992年12月21日， EC競争総局
は同盟に対して突然「反対意見書」を送付した9)。 この問題は新局長 Karel
Van Miert氏に引き継がれることとなった。この意見書で EC委員会は理
事会規則第 1017/68の第 2条違反の決定答申を採択することとし，違反の中
止を求めた。さらに EC委員会の決定が行われれば罰金を課されることと
なる。これに対して FEFCは規則第1017/68の第26条，および規則 (EEC)
No. 1630/69の規定によって， 8週間以内に書面で「反論書 (objections)」
6) "Statment of Objections," op. cit. p. 3. 
7) ECSA (European Community Shippers'Associations—欧州共同体船主協会），
なお CENSAは Councilof European and Japanese National Shipowners' 
Associations （欧州• H本船主協会評議会）
8)本稿「V.3. Ruttelyの規則4056/86に対する法解釈」， 80ペー ジ参照。
9) Seatrade Week, 15-21 January 1993, p. 13. 
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （277)45 
を EC委員会に提出することが出来る10)。FEFCはこれに対し本年5月に
これを提出した模様で， EC委員会は 7月には公聴会を開催する旨，同盟に
通告している。その後行政裁決が行われることになる 11)0 
ところでコンソーシアムの複合輸送の運賃設定協定に対する EC委員会
の取り扱いが，これに対する一括適用除外を採択した段階で完全に削除され
ることとなった。
1986年12月22日に理事会規則第4056/86を採択する際に， 1年以内にコン
ソーシアムに対して一括適用除外を規定することが出来るかどうか，また必
要ならばその場合の影響について提案できるかどうかについて，理事会に報
告することを約束した。この「定期船海運業におけるコンソーシアム協定を
一括適用除外とする可能性に対する報告書」は 1990年 6月17日に提出され
た。「海運会社の協定， 決定および共同行為の一定の範疇に対してローマ条
約第85条 3項を適用することに関する理事会規則案」12)も同時に提出され，
この段階では複合輸送に対する規定が随所に見られた13)。
10) Registered with acknowledgment of receipt として EC委員会が FEFCに
あてた書簡。
11)日本郵船調査部， 「調査月報」， 1993.7, 40ページ。もしこの事件が違法となれ
ば，欧州の約90ほどの運賃同盟の複合運賃設定活動が違法となり，その影響が非常
に大きいという。 “ContainerisationInternational," March 1993, p. 55. 
12) COM (90) 260 final, 18 June 1990, "Report on the possibility of a group 
exemption for consotia agreements in liner shipping,’'および Proposalfor 
a Coucil Regulation (EEC) on the application of Article 85 (3) of the Treaty 
to certain categories of agreements, decisions and concerted practices between 
shipping companies’しなお詳しくは拙稿「ローマ条約競争規定と海運のコンソ＿
シアムー一括適用除外問題を中心にして一」， 『海事交通研究』， 第37集，山縣記念
財団， 1991年6月参照。
13) 「複合輸送に関する表現が削除された部分」， なおこれらは今後国際複合輸送に
対する一括適用外規定が草案される場合に重要であると考えられるのでここに列挙
しておく。なおページは前掲書拙稿「海外交通研究」巻末資料の翻訳ページによ
る。複合輸送削除は「複合輸送をこのような形で取り扱うべきではなく，別個の立
法を行う必要があるとの欧州議会の意見に同意したことによるものである。」とい
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う。水嶋 智，「EC競争政策の外航海運の適用」，「海事産業研究所報」， No.322, 1 
ペー ジ。 EC経済社会理事会は，理事会規則4056/86の草案に対する意見書の中で，
「combinedtransportまたは intermodaltransportの概念が（包括的適用除外の
対象の一類型である同規則第2条 Cの中に）含まれるようにすることが重要であ
る。」と述べている。 OJ,1983, C77, p. 13,また欧州厳会からも複合輸送が包括的
適用除外の対象となるべきであるという旨の修正意見が同規則の立法過程において
提出されている。 OJ1983, C255, p. 177, 9-10ページ。さらに本稿「V.理事会規
則4056/86の法的解釈と同盟の内陸運賃設定に対する論争」， 76ページ参照。ここで
も複合輸送に対する独立した法律の制定を支持している。」
「定期船海運業におけるコンソーシアム協定を一括適用除外とする可能性に対す
る報告書」に記載されていた「複合輸送」の削除された部分
C) コンソーシアムは海陸一貫戸口輸送でも関心が高まっている。海陸複合一貫
輸送による複合規定は同盟の一括適用除外規定が，海上部門にのみ適用されること
になっているので，これには適用されない。 153ペー ジ。
6.1正当性，協同内陸輸送の規定によって，効率的な戸口から戸口への輸送に対
する多くの荷主の要求に応えている。 155ペー ジ。
6.2形態，多くのコンソーシアムは複合輸送を行っており，それらは，一部は理
事会規則第4056/86の範囲に該当し，また一部は理事会規則第1017/68に，さらにコ
ンテナについては，一部は理事会規則17/62に該当する。 155ペー ジ。
6.3一括適用除外の範囲と内容， 一括適用除外は単なる海運コンソーシアム同
様，複合輸送にも適用され，それゆえ理事会規則第4056/86, 第1017/68および第
17/62にもとづいて採択されるであろう。 155ペー ジ。
付帯的条件，すなわち一定の条件もしくは義務を定めるために， EC委員会は海
運会社の利益のみならず荷主ならびにコンソーシアムに参加している内陸運送業者
と競争することになるその他の運送業者の利益（たとえば複合運送コンソーシアム
に係わるトラック運送業者）をも考慮しなければならない。これらの要件の詳細は
当該企業関係者とのさらなる協義， および「制限的慣行および独占的地位に関す
る諮問委員会 (AdvisoryCommittee on Restrictive Practices and Dominant 
Positions)」で加盟各国とのより一層の協鏃の後に初めて決定されるものである。
しかし予備的説明として，理事会規則第85条3項の条件が達成されると確信するた
めに委員会が必要と考えていることの 1つに「コンソーシアムによって複合一貫輸
送が提供される際に，通し運賃で内陸運送業者との複合協定を取り扱うこと。」さ
らにもし荷主が望むならば，荷主との有意義な協議に関する義務および「荷主が自
身で内陸運送業者と取り決める権利に関する義務規定」が必要であるとしている。
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「定期船海運会社間の協定，決定および共同行為の一定の範疇に対してロ
ーマ条約第85条 3項を適用することに関する 1992年 2月25日の理事会規則
(EEC)第479/92（コンソーシアム）」は， 5年間の期限付の一括適用除外
であったが， 1992年 2月25日に採択された14)。しかし前述の「報告書」およ
び「理事会案」の中では EC委員会が支持し， コンソーシアムに対する一
括適用除外の中で認める予定にしていた「複合輸送に関する部分」は完全に
削除されている。
EC委員会のこの行動と符号するように， 1992年末に突然「反対意見書」
を FEFCに送付することとなった。同盟が複合輸送を効率的に行うための
方策としての内陸運賃設定協定が，規則4056/86の一括適用除外規定の範囲
「海運会社の協定，決定および共同行為の一定の範疇に対してローマ条約第8隋；
3項を適用することに関する理事会規則案」に規定されていた複合輸送の削除され
た部分」
コンソーシアムによって提供される海運用役を受ける利用者は，生産性と用役の
改善によって生じる利益の配分を受けることが出来る。特に，なかんずく，規則的
および，高水準の利益率から生じるコストの削減，改善された船舶と機器から生じ
る海運サービスの質の向上，効率的な戸口間輸送から利益の分配を受けることに鑑
みて， 160ペー ジ。
大抵のコンソーアムは複合輸送業務を営んでいるが， それは一部は理事会規則
(EEC)第4056/86および一部は理事会規則 (EEC)第1017/68が適用され，コンテ
ナに関する限りは一部は理事会規則第17/62が適用されることに鑑み， 160ペー ジ。
「条文」第1条（草案） 1．規則 (EEC)第4056/86,規則 (EEC)第1017/68およ
び規則第17/62の適用の権利を毀損することなしに， 委員会は規則と口＿マ条約第
8海 3項の規定に従って，第85条1項の規定は企業間の協定，企業が合同するとい
う決定および共同行為を，それらが海運サービスもしくは，海運および陸運の複合
したサービスを共同して運営する際に協力を促進するか，創設する目的として行う
場合，その範疇に該当しないと宜言することができる。 163ペー ジ。
14) Council Regulation (EEC) No. 479/92 of 25 February 1992 on the ap-
plication of Article 85 (3) of the Treay to certain categories of agreements, 
decisions and concerted practices between liner shipping companies (co-
nsortia), OJ No. 53/3-5. しかし一括適用除外は期限付きが通常の形態であり，
期限を定めていない4056/86は唯一の例外である。
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にあることを否定すると共に，この協定がローマ条約第85条 3項にいう「商
品の生産若しくは分配の改善または技術的もしくは経済的進歩の促進に寄与
する」ものとは認めていない。
同盟に関する情報および資料は一般に極めて限定されており，外部からは
断片的にしか窺いしることは出来ないが，本稿ではまず FEFCの「共通内
陸運賃制度」の概要と海運会社のフォワーダーに対する戦略」について考察
する。次に EC委員会が1989年10月に ECSAおよび CENSAに行った質
問と1990年7月の回答をもとに，このECの複合輸送の概略と「共通内陸運
賃協定」が ECの内陸輸送市場にどの程度の影響を与えているかを， 船主
第1表欧州定期航路の現状
(1) 同盟船社 （平成5年6月現在）
船 社 名 ルー ト 投入隻数配船形態
輸（千送T能EU力) 
叫瞑1欧州
日本郵船掠 （日 本） ， Weekly 
大阪商船三井船舶昧 （日 本）
2 ， Weekly I 382 I Hapag-Lloyd Aktiengesellschaft 
（ドイツ） （計）18， Weekly 
Maersk Line （デンマー ク） ， Weekly [ 519 
4 ， Weekly ¥ 123 
P&O Containers Ltd. （英 国） 8 Weekly 
（計）35 （計） 641
Nedlloyd Lignen B. V. （オランダ）
Compagnie Generale Maritine 
（フランス） 1 ， Weekly [ 187 I 
Malaysian International Shipping 
Co. （マレイシア）
川崎汽船昧 （日 本） 8 Weekly 181 
Neptune Orient Lines Ltd. I 136 （シンガボー ル） 2 8 Weekly 
Orient Overseas Containers Line 
（計） 317
(OOCL) （香 港） （計）16
同 盟 計 ， 78 1,528 
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(2) 盟外船社
船 社 名 ルート 投入隻数 配船形態
輸（千送T能EU力) 
日本徊叫欧州
Compagnie Maritime d'Affretment 
Weekly J （フランス） 1 12 108 | 
Polish Ocean Lines （ボー ランド）
VEB Deutfracht Seereederei 
Rostock （ドイツ） 1 12 Weekly J | Senator Line （ドイツ） 105 
朝陽商船 （韓国） 債~) （西航）
韓進商船 （韓 国） 1 13 Weekly I 145 I 
6日間隔 IEvergreen Marine Corp（台 湾） 1 14 187 | 債b)（西航）
Yang Ming Marine Transport Corp 
I 1 11 Weekly I 146 （台 湾）
Norasia Lines （スイス） | 1 13 Weekly I 108 
Sea-Land Service Inc. （米 国）
現代商船 （韓 国）
Sea-Land Service Inc. （米 国） 1 ， Weekly I 150 I 
[Noradia Linea] （スイス）
United Arab Shipping Company 
（アラブ6カ国）
Weekly I （アラプ6カ国：バーレーン，アラブ首） 1 13 106 | 
長国連邦，クウェイト，カタール，サ
ウジアラビア，イラク
盟 外 計 8 I 97 1,055 
（注）海上交通局調べによる。
資料：運輸省海上交通局編，「日本海運の現況」，平成5年7月20日， 94ペー ジ。
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側が提供した大まかなではあるが，貴重な数字で簡単に一瞥する。合わせて
「資料」として 1989年末に CENSA理事会がまとめた「複合輸送ー内陸料
金」と題する論文を紹介する。これによって内陸運賃制度創設の意図や複合
輸送の中での役割などを理解出来るであろう。その上で EC委員会の「反
対意見書」を中心に， EC委員会の意見を整理し，特に内陸運賃設定協定が
EC内陸運賃市場に与える商業的，経済的影響に対して EC委員会がどの
ような認識をもっているかを探る。最後にこの「内陸連賃設定協定」と理事
会規則 4056/86との間の法的解釈における 4人の識者の論点を紹介する。
なお巻末に参考資料としてEC競争総局から FEFCに送付した「反対意見
書」（仮訳）全文を掲載した。
I. FEFCの共通内陸運賃制度の概要とフォワーダー
に対する戦略
欧州同盟がその内陸運賃表を公表したのは，コンテナ輸送を開始した1971
年からであった。従来の在来船輸送では “Pierto Pier"をその同盟運賃の
管轄の範囲としていたのであるが，コンテナによる国際複合一貫輸送を行う
ためには，内陸輸送部分も含めた通し運賃率表を提示することが必要となっ
た。船社が単なる海上貨物運送人としてではなく，国際複合運送人として国
際複合一貫輸送市場で主導的な立場を獲得するためにも内陸輸送への進出は
避けられないものとなった。ただこの場合どのような形で進出すればよいの
かが当面の課題となった。欧州諸国の種々な国内法や既存の内陸運送業者と
の関係で，船社自らは 2, 3の例外を除いて，内陸運送業に直接進出するこ
とはせず，それらを下請けとして既存のフレート・フォワーダーと同様，利
用運送人としての立場を取らざるをえなかった％
しかしこのような事情で内陸輸送に進出した同盟船社は単なる利用運送人
としてのフレート・フォワーダーとは立場のことなるものであった。内陸輸
1)中尾朔郎，藪内宏編，『国際コンテナ輸送実務指針』，海文堂， 1977,p. 151. 
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送に進出した同盟の目的は，まず第一に実運送人としての海上部分の同盟運
賃の安定の確保を保証するシステムを構築することであった。
もし通し運賃のうちの，陸上輸送運賃部分を同盟の管轄権の範囲とせず，
加盟船社の自由な裁量に委ねることとなれば，荷主を確保するために陸上輸
送運賃を本来のものより安く見積り，この損失を海上運賃で相殺しようとす
る加盟船社の行動が当然予想されるからである。このような加盟船社間の行
動を防止するためには，通し運賃の陸上部分についても同盟が共通陸上運賃
の設定を協定することが必要となる 2)。1971年からのコンテナ船就航以来ず
っと続けられて来たこの協定が，今回ドイツ荷主諸団体の苦情および EC委
員会の「反対意見書」の中で競争法に違反すると指摘されているわけである。
欧州海運同盟は，共通内陸運賃設定に際して，在来船からの慣行から契約
荷主が従来通りの海上運賃のみの契約とするのか（コンテナ輸送の場合に
は，ポートターミナル・ゲート渡し）， 陸上部分も含めた海陸一貫の通し運
賃による契約にするかを選択出来るよう保証するシステムをとった。契約荷
主が自身で内陸輸送を手配する形態を MerchantHaulage, 海運業者が手
配するものを CarrierHaulageと呼び，これを区別することとした％
2)このことに対して前掲書「反対意見書」で， EC委員会は同盟の一部分のカルテ
ルが競争規則と両立できると判断されたからと言って，これらの企業のすべての活
動の適用除外を正当化することにはならない。さらに既に認められたカルテルも
「ごまかし」 (cheating)や「秘密の割引行為」によって「不安定」になっており，
この「不安定さ」は船社の内陸運賃に対する危惧と比較してそれより高いとは言え
ないと反論しているが，この委員会の議論は次元のことなる問題で説得力をもつと
は必ずしも言えないと思われる。 “Statement,"op. cit., p.21, pp. 26-27. 
3) CENSA理事会は1989年末に「複合輸送ー内陸料金」と題する論文をまとめた。
同盟の「内陸運賃設定制度」はコンテナによる合理的な複合海陸一貫輸送を行うた
めに，船社がコンテナ機器の最適利用を達成し，輸送の生産性を改善させ，高品質
の運送用役の生産を可能とし，これによって生じた利益を荷主に分配するのに必要
なシステムであることを，極めて明快に論じている。ここにその全文を紹介する。
''INTERMODALISM-INLAND CHARGES" 
「複合輸送ー 内陸料金」
国際海運輸送に適合するコンテナを使用した複合輸送の発展は貨物定期船業者
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が，汎用および専用コンテナ，輸出入コンテナを取扱うに必要なトレーラー， トラ
ックターそのほかの機器を入手することを必要とするようになった。そのような機
器の最適利用を行い，出来るだけ機器が輸出業者がすぐに入手出来るよう確保する
ために，定期船海運業者は内陸輸送および関連業務の料金を決めてきた。そして
そのような料金は一般に「海運業者内陸運賃率表」 (CarrierHaulage Tariff以下
CHTと略称する）と呼ばれている。
海運業者内陸運賃率表 (CHT)
海上輸送の統合の成果（達成）は． CHTがそのようにして獲得される規模の経
済を反映した水準で決定されるために，金銭的に顧客の利益になる。また貨物の内
陸受取地点から内陸配達地点までの総運賃を海運業者が決定することを可能にする
ので，経営，戦略費用を削減することによって，顧客の利益となる。さらにこの過
程を簡素化するために， 内陸運賃率表 (tariffs)は海上運賃に適用される通貨では
な<,現地通貨で表示されている。内陸輸送を海上運賃通貨表示で行うことは，
CAF基準 (CurrencyAdjustment Factor,通貨変動割増）の拡大を必要とする。
そしてその貿易（取引）のどちらかの地点 (end)での現地通貨は海上運賃に適用
される通貨バスケットと違った変動をすることになり，かなり複雑であるからであ
る。
海上運賃とは別にターミナル・チャージが適用される場合には， CHTと同様の
理由で現地通貨で表示されるからである。
海運業者内陸運賃率表 (CHT)によって，機器の確保はずっと確実になり，ァイ
ドル・タイムは削減され， 積替回数および荷揚げ荷卸時間 (turnaround)も改良
された。このように機器戦略 (equipmentlogistics)による生産性も改善によっ
て，その取引はそれによって生じた利益を分配し，そしてそのような複合移動（輸
送）の結果，輸出入業者は 1つの複合契約，そして輸送の全工程を 1つの運送業者
が責任をもつことによって利益を得る。
荷主手配による内陸輸送 (MerchantHaulage，以下 MHと略称する）
これと比較して，荷主手配による内陸輸送(MH)は，同盟による 1つの選択とし
て提供され，さらに複合輸送を享受している幾つかの諸国の法律に適合するために
要請されるものであるが，どちらかというと違った状況を生み出す。顧客はコンテ
ナの集配を含めて，自身の内陸輸送を手配しなければならない。そして一貫通し
運送の利益を得られない。定期船船主は機器の確保にあまり係わることができず，
従って追加（割増）費用が生じる。少ない量に対する需要 (aless quantifiable 
demand)に対するコンテナの手当， 回送費用および管理費用の付帯的増加。さら
に潜在的な修理費用による不利益．およびこれから生じる複合貨物の経済性の機会
を喪失する。
機器を確保出来ないという危険を最小限にするために，また回収費用を削減する
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ために，定期船業者は顧客が MHを利用したいと言う場合に， 機器はベース・ボ
トー (baseports)，もしくはその近くのコンテナ・ヤードで引き渡すことにして
いる。顧客自身の輸送によって生じる顧客料金とは別に，船社は顧客の（手配した）
トレーラーにコンテナを積む費用，およびそれを返却する場合に再びおろす費用を
通常徴収している。輸入もしくは輸出業者が MHを利用することは自由であるが，
船社のサービスを利用することによって最も経済的な複合輸送を獲得することがで
きることは前述の説明で理解できるであろう。
5つの部分の運賃 (The5-Part Tari任）
同盟のメンバーが共通運賃率表に同意することは定期船同盟の基本的な問題であ
る。コンテナリゼーション以前においては，この協定は船積貨物を受け入れた地点
から，すなわち船側もしくは隣接倉庫（上屋）を含めた運賃および料金を課してい
た。コンテナ貨物の受取り地点は CHの場合には顧客の敷地 (premises),MHの
場合にはボート・クーミナルである。従ってまた，料金の統一のために，海運同盟
が CHTによって受取地点から（引渡地点まで）全体の輸送に運賃，すなわちター
ミナル取扱い料金および海上運賃を課すことは基本的なことである。幾つかの同盟
では，特に北アメリカ大陸との貿易に従事する同盟では地点から地点までの，複合
運賃を出す。すなわち貨物の発地の内陸地点から目的地の内陸地点まで，単一要素
の全額込みのベース (asingle factor all-in basis)もしくは多角的要素複合ベー
ス (a・ multi-factor combination basis)であれ，複合運賃を出す。しかし同盟の
取引が広い範囲の諸国にわたっているか， 内陸輸送条件および法律がかなり相違
し，道路，鉄道および内陸水上輸送の内陸施設の質にかなりのバラッキがある場合
には，その取引のどちらかの終点で各々の国もしくは一団の国で別々の運賃を課す
のが普通である。あるよく利用する，そしてよく提供される内陸地点のルートが複
合単一通し運賃を適用される場合に，これを上述の種々なる取引に関して，一般規則
をつくることは実際的でもなく勧められるべきものでもないことは明らかである。
内陸費用／内陸料金
幾つかの例で，内陸運送料金は全額の運送費用を含んでいないことがある。そし
て， このようなことは歴史的な考察から生じる。しかしながら， もし CHが共通
ベースで禁止されるならば，多分皆は従事した港湾の全額の費用を課すであろう。
共通運賃ベースで CHが禁止される場合に，小規模の船主および業者は， 交渉
能力が小さく，より高いコストで内陸輸送を提供することになろう。このような発
展の形態では，同盟制度が同一で，はっきりとした基準であるのと比ぺて，船社間
に運賃水準に相違が生じ，折り合いのつく料金の水準まで荷主との不安定な状態が
続くことになる。
資料： CENSAと CASSE事務局が共同作成し EC競争総局（運輸・槻光総務
54-(286) 第 38 巻 第3•4号合併号
同盟船社が提示する海上運賃は， 18段階に分割された商品分類表に基づ
く，いわゆる CommodityBox Rateで4>,FCLカーゴ単位で算定されて
いる (LCLカーゴは容積・重量建ての CommodityRate)。また欧州同盟
は閉鎖型海運同盟であり，契約荷主に対してはスペシャル・レート，一手積
み契約に対する割引（通常9.5%），運賃割戻し (2.5%）などがある5)。
同盟共通内陸運賃については既に述べたような方法で「ゾーン運賃」が加
算されることになる。ただこのような同盟船社による「通し運賃」は，欧州
大陸では FCLカーゴにのみしか適用されず，この意味からは LCLカーゴ
の混載貨物の荷主は切り捨てられた形になっている。しかし，英国では一部
地域は LCLカーゴにも適用されている。なお海上運賃は前述のように品目
別ボックスレートであるが，この陸上運賃部分は FAK（品目別無差別）運
賃である 6)。
コンテナ船による輸送は在来船と違って，内陸部に移動するコンテナ機器
の最適な回収が重要なコスト戦略となる。またコンテナ船が大型化し大量輸
送が進展するほど，経済効率の面から主要寄港地（ベース・ポート）を厳選
し，さらには内陸にコンテナ・デポを創設し，これらを基点として船社が戦
略的な内陸輸送経路を構築し，内陸運賃を設定する必要があった％
局副局長 Mr.H. Kreis)にあてた「定期船同盟の内陸コンテナ運賃率表」に関す
る書簡草案 (CENSA,CIRCUALR Ne. 89/232, 29 November 1989, pp. 6-7. 
4)品目別ボックスレ＿卜 CBR(Commodity Box Rate)個々の品目の性質，運賃
負担力， コンテナ詰め込み率などを考慮して設定されたコンテナ1個当たりの運
賃，『国際物流用語辞典』， 108ペー ジ。
5) 「国際物資輸送に関する調査報告書一国際複合輸送活動の実態と船社系・商社系
NVOCCの活動状況ー」．昭和6吟三3月， 66-67ペー ジ。
6) "Statement," op. cit, p. 9. 
7)たとえば日本英国， ドイツのトリオグループの船はロッテルダムにしか寄港し
なかった。顧客がアントワープまで貨物を届けてほしい，アントワ＿プから内陸ま
で輸送したいという場合は，あたかもアントワープまで船で運んだと同様にここで
貨物を渡すことになる。ロッテルダムーアントワ＿プ間は船会社が自分の費用で手
配して運ぶ。大阪商船三井船舶株式会社編著，『国際複合輸送の知識』，平成3年，
66ペー ジ。
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また削減された従来の寄港地を利用していた荷主を確保するための方策
（平均化概念ーEqualizationConcept)を導入した8)。さらに契約荷主が，
内陸輸送を海運業者による通し運賃によらず，フレート・フォワーダーに委
ねることによって同盟貨物が流出することを抑制する必要から，フレート・
フォワーダーを同盟契約荷主とは認めない等種々な方策が練られた。またこ
のような通し運賃を荷主があらかじめ容易に算定できる明快なものとする考
慮も必要であった。このような種々なる目的から現在の同盟の共通内陸運賃
設定システムが策定されてきたように思われる。以下これらを具体的に考察
することとする。
5つに分割された同盟運賃率表9)
同盟はまず戸口間輸送サービスを達成するものとして 5つの部分に分けた
同盟運賃（料金）率表 (5-PartTariff)を採用している。
1)荷主の敷地から積地港（適当な場合）までの内陸輸送（積み地に関連
する内陸輸送料金）
2)積地港のターミナル荷役（積み地に関連する港湾および関連料金）
3)海上運賃および料金
4)仕向港でのターミナル荷役（荷揚げおよび内陸輸送地点までの荷役
（港湾および関連料金）
5)仕向港から配達地点（適当な場合）までの内陸輸送（内陸輸送料金）
欧州ゾーンチャージ（ゾーン・タリフ制度）
同盟の共通内陸輸送運賃率の設定の目的は， EC委員会の指摘するように
8) M. G. Graham, D. Q. Hughes, "Containerisation in the eighties," Lloyd's 
of London Press, p. 6.前掲書「国際コンテナ輸送実務指針』， 151ペー ジ。
9)今回のEC総局の「反対意見書」では，この5つのうち2)と4)の港湾関連サ
ービスもくしはその他の業務については，委員会はその権限を留保することとし，
1)と5)の部分の共通陸上運賃設定を特に問題としている。 ‘‘Statementof Obje-
ctions, op. cit., p. 2, p. 13. 
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内陸運送業者をその下請けとして，その価格交渉力によって通常の市場運賃
より有利な内陸運賃を引き出し，その差額を獲得するためではないと思われ
る。
同盟はロジステック・コントロールの観点から，同盟コンテナ船が寄港す
る港湾を内陸輸送への影響力を考慮して厳選整理し，それによって選定され
た港湾を主要寄港港(TCSP-ThroughContainer Service Port)とよび10)'
これらの港湾を基点として，それぞれの内陸地点までをいくつかの区画に区
分して，同一区画内の内陸地点を同一運賃率とする制度をとることとした。
これを「ゾーン・タリフ制」という 11)。これは欧州大陸と英国とでは内陸輸
送経路の複雑さや，フォワーダーの発展などによって多少ことなっている。
大陸では TCSPを基点に， 内陸輸送は基本的には道路輸送が行われること
が多いが，輸送手段別（鉄道， トラック，運河，河川）および内陸地点によ
ってはそれぞれの組み合せによってタリフが設定されており，各ゾーンは比
較的細分化されており（たとえばドイツの場合には郵便番号を基準に市町村
単位まで区別しているという）， そのゾーン内は同一運賃とした。大陸にお
ける同盟の内陸輸送タリフは，港と内陸の各地点・地域の間をコンテナが往
10) TCSP (Through Container Service Port), CSP (Container Serice Port) 
TCSPとは海上，内陸輸送の接点となる港で，コンテナ船の寄港，不寄港にかかわ
らず CY,CFSを設けて，そこまでは船会社による内陸輸送サービスを提供する。
CSPとは，本船寄港の場合のみ CY,CFSを設け， コンテナの受け渡しをする港。
内陸に対する影響力が比較的低いため， CSPからの船会社による内陸輸送サービ
スは提供されない。前掲書『国際物流用語辞典』， 127および259ページ。また本稿
61ページ，図 I, 「欧州同盟における TCSPと CSP」参照。
11)ゾーン・タリフ (ZoneTariff) Inland Haulage Tariffともいう。内陸地域を
いくつかの区画 (zone)に分け，各区画と最寄りの船社 CY(Container Yard)ま
たは CFS(Container Freight Station)間の内陸輸送運賃 (zonerate) を設定
し，同一区画内の各仕向地は同一運賃としているタリフ。 ゾーン・タリフに基づ
き，船会社または下請業者が行う内陸輸送を ZoneHaulageという。黒田英雑，
「国際複合輸送の現状と問題」，『海事産業研究所報』， No.250, 1987. 4, 16ペー ジ，
注4)，前掲書，「国際物流用語辞典』， 284ページ。前掲書， 『国際コンテナ輸送実
務指針』，海文堂， 1977, 151ペー ジ。
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復するのに要する費用より原則として若干安く運賃を設定している 12)。
一方英国では全土を100マイル四方の枠（グリッド）に分割し， 最寄りの
TCSPから， そのゾーンまでの輸送費用をもとに内陸運賃表を作成し， ゾ
ーン内は同一運賃となっている。また利用する内陸輸送手段ごとの区別も行
わない。英国には現在 TCSPが4カ所， CPSが5カ所， その他に内陸コ
ンテナ受渡基地（インランド・デポ）があるという（バーミンガム，マンチ
ェスター ， リー ズなど）。 また港湾とそれらの基地の間はわずかな費用で船
社が貨物を輸送している 13)0 
さて契約荷主は同盟船社による海上輸送が終了した後は，前述したように
自由に荷主手配による内陸輸送と船社の手配する上述の「ゾーン・タリフ」
による内陸輸送のどちらかを選択することができるシステムになっている。
荷主手配による内陸輸送を選択した場合には，コンテナ・ハンドリングおよ
び輸送に対する船社の責任範囲は，積み地港湾コンテナターミナル・ゲート
から，仕向地港頭地区の船社 CYのターミナル・ゲートまでである。 それ
ゆえ荷主（荷受人）は海運業者所有のコンテナを使用して，それ以後の内陸
輸送は荷主自身で手配した内陸輸送業者，もしくはフォワーダーにこれを依
頼することになる。しかしこの場合に注意しなければならないのは，本来の
内陸輸送運賃の他に，荷主手配のトレーラヘのコンテナの lifton, lift off 
の費用，コンテナ自身の集配に必要な費用も荷主が負担しなければならない
ことである。たとえ内陸輸送運賃が，船社の提示する共通内陸輸送運賃より
安くても，これらの費用が加算されると却って高くなる場合が多いので，こ
れらのハンドリング・コストに対して荷主の苦情が生じることとなる。船社
手配による内陸輸送は，通し複合船荷証券に基づき，荷主の戸口までの輸送
12)顧客が自己手配によって内陸輸送を行うと， たとえばハンブルグ／フランクフル
ト間往復のトラック輸送で2,500マルクの費用がかかる。同盟の海陸一貫輸送を依
頼すれば，内陸輸送運賃は， 1,800マルクになる。前掲書『国際複合輸送の知識』，
67-70ペー ジ。
13)前掲書「国際複合輸送の知識』， 66-67ペー ジ）。
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が行われる。
このように荷主が自身で内陸輸送を手配する場合には，荷主自身で負担す
る内陸運賃の他に，船社コンテナ利用に伴う各種の付加料金を要求されるこ
ととなるが，これは船主の構築するコンテナ複合一貫輸送におけるロジステ
ック・コントロールから外れることから生じるコストであって，純粋の経済
的根拠に基づくものであると同盟側では主張している 14)。
14)しかし同盟は荷主が自身で内陸輸送を手配することを，このような手段で思い止
どまらせ，一方では，通常の内陸輸送市場の運賃よりも早い速度で内陸料金を値上
げしていると非難している。例えば，英国では過去2年間に同盟内陸運賃は約15飴
値上げされた。 しかし貨物運送協会 (theFreight Transport Association)の調
査では，平均値上げ率は4.4形であった。 この FTAの調査では1985年の 1月1日
から1992年1月113までの7年間に，指数は平均15ボイント増加したと公表してい
る。（英国荷主協会が EC委員会環境，核の安全と市民保護総局の Moana氏に宛
てた書簡， CENSACicular No. 92/192, 29 September 1992, Annex III) 
また英国荷主協会の海運・航空運送マネージャーの ChrisWelshによると中規
模の荷主は大西洋を横断してコンテナを＄800から＄1,000で輸送出来るが，英国の
内陸輸送は£250から£300支払うことになる。独立輸送業者を利用した場合のコン
テナ積み替え費用は£30から£50で，これは荷主が merhcanthaulageから得る財
政的な利益を相殺するのに十分であると述べている。 Lloyd'sList, 24 July, 1992. 
さらに荷主手配内陸輸送 (MH)に対して同盟は荷主手配による内陸輸送を魅力
ないものにし，荷主は非経済的かつ無駄な輸送経路 (trip)をとるよう強制してい
るという荷主の苦情の具体例を紹介しておこう。
ロッテルダム港で実入りコンテナ (full)で荷揚げし， ドイツのホエスト (Ho-
echst)の工場まで輸送し，ロッテルダムヘ空コンテナを戻す。化学製品を積むた
めにドイツのホエスト工場へ空コンテナを輸送し，再び船積のためロッテルダム港
に実り入りコンテナを輸送する。 (CENSACircular No. 92/192, 29 September 
1992)これはまた同様の同盟の制限慣行の 1つとして同盟の MHの内陸輸送に課
された運営規制に対する苦情と類似する。すなわち国際的な貿易会社が規則的に，
ある海外の地点から輸入し，別の海外の地点に輸出する場合，同盟規則によって，
荷主はたとえ両方の輸送に同一海運会社を利用していても，輸出した貨物の陸揚し
たところから輸入コンテナを積むことは出来ない。実際には（実入り）コンテナは
荷主の事業所で荷揚げされ，そこから空にして数百マイル離れた中央コンテナプー
ルまで返却しなければならない。同時に空コンテナは同一の荷主の輸出貨物を積む
ために中央コンテナプールから輸送されることになる。荷主は当然この空コンテナ
の輸送費を負担することになる。
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NVOCCに対する対応15)
海運同盟が「フォーワーダーに同盟貨物が流れないようにする」ためにど
のような対策をとって来たのであろうか。同盟はフォワーダーを同盟の契約
対象荷主とは認めないこととした。これによって契約荷主に適用される一手
積み契約に対する割引（通常9.5形），運賃割戻し (2.5形）を受けることが出
来ない。フォワーダーが得意とする分野は小口少量貨物を混載貨物に仕立て
ることであるが，たとえ LCLカーゴを FCLの混載コソテナ貨物に仕立て
ても，それら個々の荷主が同盟契約荷主であることを B/Lに明記しなけれ
ば契約荷主に適用される混載貨物用の FAKレートを適用しない。契約荷主
と非契約荷主の貨物が相積みされている場合には，コシテナ全体に非契約運
賃を適用する。 1983年11月から MixedCommodity Box Rateが導入さ
れ，これによって FCLカーゴを仕立てることが出来るようになったが，書
類作成および手続きが繁雑で， 実際にはあまり活用されていないという 16)。
そのようなことからフォワーダーは，主として盟外船を利用して FAKBox 
Rateや SpecialForwader's Rate, Incentive Forwarder's Rateによっ
て，荷主が個別に各輸送機関と契約するよりは安い通し運賃を提示してい
る。また大陸でも LCLカーゴの複合一貫輸送を行っている 17)。
このような場合同盟には「輸出入コンテナ貨物結合陸上輸送の特例」として，い
くつかの同盟では荷主の輸出貨物をうまく決められた期限内に輸出入を結合して同
ーコンテナで輸送することが出来る特例がある。しかしながらそのような可能性に
浴している荷主の数は極めて限られていると見られる。大抵の荷主は合理的な時間
的間隔で連絡できるコンテナでの輸出入貨物がない。 この特例を受けるには， か
なり難しい条件を満たさければならない。 (Trans-AtlanticCarrier Association, 
Tariff of Inland Charges in Continental Europe, Rule 35, Merchant Haulge 
Incl Mixed Agreement, September 1990) 
15)『国際複合輸送業務の手引』，平成3年3月， 71-72ペー ジ。
16)織田政夫，『国際複合輸送の実務』，海文堂， 1992.10, 37ペー ジ。
17)このような同盟の制約に対し，フォーワーダーが海上輸送部分は荷主手配とする
が，それ以外の輸送手配を自ら引き受け，輸送区間全体として自社の通し船荷証券
で運送責任を負う形の複合輸送が行われている。前掲書，『国際複合輸送の手引』，
平成3年3月， 72ペー ジ。
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II. EC委員会の「複合輸送サービス」に対する質問と
EC内陸市場に与える影響
EC委員会競争総局は1989年10月17日の書簡で， CAACEおよびCENSA
に対して複合輸送の「通し運賃 (throughrate)」について非公式の質問書
簡を送付した。それは「複合輸送サービスの経済的重要性について」と題す
るもので，次のような質問であった％
1. 共同体内および共同体と共同体以外の諸国間での複合海／陸輸送は一
般にどの程度の輸送割合で行われているのか。
2. 共同体の海上貿易で定期船海運同盟で輸送される貨物のどの程度の割
合が複合海／陸輸送によって行われているのか。
3. 共同体内の内陸輸送のうち，同盟もしくは海運会社によって直接もし
くは間接的に（下請業者）に輸送される割合はどの程度か。
4. 共同体の海上貿易における定期船同盟によって輸送される複合輸送の
コスト（平均）のどの程度の割合が海上輸送および陸上輸送か。
5. 複合海／陸輸送のうち共同体の海上貿易に従事しているコンソーシア
ムの取扱う割合はどの程度か。
「定期船海運同盟の内陸コンテナ運賃」についての CENSA/ECSA共同
での EC第 4総局 Mr.H. W. Kreisの質問 (1989.10. 17)に対する最終回答
草案は 1990年 7月24日になされている 2)。EC委員会の質問意図がどこにあ
ったのであろうか。複合輸送サービスが EC市場にどの程度の影響力を持
つのか。その市場に同盟船社がどの程度関与しているのか。同盟の共通運賃
1) 1989年10月17日に EC委員会競争総局運輸・観光総務担当の副局長 (Deputy
Head of the Administrative, Unit for Transport and Tourism) H. Kreis 
氏が CAACEの会長 Mr.Herbert Holst氏及び CENSAの会長 (Secretary
General) Mr. Jan Ross-Bell氏にあてた質問書簡
2)-CENSA L. 139/90, 23 July. 1990. 
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設定がEC内陸市場に与える影響等を大まかに知ろうとしたのであろうか。
この回答を送付するまでに，両者間で数次の接触がなされているとしても，
上述の質問から約9カ月以上も経過していることを考慮すると，たとえそれ
らが大まかな回答であるとしても，船社側の極めて慎重な態度が窺える。
ここにその回答の概要を整理して紹介する。この書簡の中で般社側は度々
これらのデーターはあくまでも大まかな指標に過ぎないと述べている。たと
えこれらが大まかな指標に過ぎないことを考慮しても，我々はこれらのデー
ターによって carrierhaulageが70彩， merchanthaulageが30彩の割合
であること，定期船同盟輸送貨物は， EC内陸側はほとんど複合輸送されて
いること， 同盟船社による内陸輸送が EC内陸輸送市場で決して独占的地
位にないこと等を知ることができる。
1. 共同体内および共同体と共同体以外の諸国間での複合海／陸輸送の割合
一応の説明はしているが，結論としては統計データーが不完全で正確な回
答が出来ないと言うことになる。
2. 共同体の海上貿易での定期般同盟輸送貨物の複合海／陸輸送の割合
定期船海運同盟から入手した推定平均によるトレードごとの割合， ドア・
ツー・ドアおよびドア・ツー・ポート輸送による，東／西回りもしくは北／
南回り航路の平均，通常 EC内陸側はほとんど完全に複合輸送
アメリカ82%，中央アメリカ68%，南アメリカ56%，ォーストラリア／ニ
ュージーランド85%，西アフリカ 73%，東アフリカ 75%， インド亜大陸75
彩，極東85%
3. 共同体内の内陸輸送のうち，同盟もしくは海運会社によって直接もしく
は間接的に（下請業者）輸送される割合
極めて小さい。同盟は内陸市場において独占的な地位にない。 NVOCC
もしくはその他の複合輸送業者が自由に競争。実運送業者は海運会社ではな
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く，道路，鉄道もしくは内陸水運業者。
定期船社の複合輸送の CHと MHとの比率。
業者からのデークーによる， CHおよび MHの数字の推定割合。
CH MH 
アメリカ 80 20 
中央アメリカ 60 40 
南アメリカ 50 50 
ォーストラリア／ニュージーランド 75 25 
西および東アフリカ 45 55 
インド亜大陸 50 50 
極 東 75 25 
4. 共同体海上貿易で定期船同盟によって輸送された複合輸送コスト（平均）
は海運および陸上輸送のそれぞれの割合は何9るか。
その割合は欧州／アメリカのように両端でのヒンターランドが広いところ
と，短距離で密集しているようなところとでは全く逆の結果になる。それぞ
れの海運の特徴，複合輸送の両方の陸上輸送形態が多様であり，海運会社か
らの平均をとることは明解ではない。ある船社のアメリカと極東の平均によ
ると「海運30鍬内陸33彩，ターミナル20彩，販売12劣， その他5彩」（そ
の航路によって海運と陸運コストの相対的重要性に変動がある。一般的に言
えば，内陸輸送は高い割合になってきており，厳密な海運コストと殆ど変わ
らないが，それより高い場合がある。）
5. 複合海／陸輸送のうち共同体の海上貿易に従事しているコンソーシアム
の取り扱う割合
CH体制にもとづいて，同盟もしくはコンソーシアムの複合輸送として実
際に支配したり，提供することはない。コンソーシアムもしくは同盟のメン
バーが運送を組織している。船社間の唯一の繋がりは船社の平均コストを基
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準とした同盟内陸運送賃率表である。
それゆえ船社は自身のもののみの複合運送の割合に基づく統計データーを
持ち，コンソーシアムが持っているわけではない。あるトレードで次のよう
な計算がなされる。
主要なコンソーシアムでは東航・西航でのトレードでは84彩，同盟のシェ
アーは約509)る。コンソーシアムが取り扱っている総トレードのシェアーは，
約42%。 このうち85%が複合輸送であり， （コンソーシアムが取り扱う複合
輸送によるトレードの割合は）約36%ということになる。コンソーシアムが
関係する船社のすべての複合輸送シェアーは合衆国，極東およびオーストラ
リア（ニュージーランド）発着の主要トレードでは30-40形であろう。中央
アメリカ，東西アフリカ，インド亜大陸ではこれより低いであろう。
w. 「反対意見書」に見る EC委員会の「内陸運賃設定制度」
に対する認識
「反対意見書」の全文については本稿巻末に「資料」として掲載されてい
るので，それを参照願いたい。 ここではこの「反対意見書」の中で EC委
員会が国際複合運送人としての同盟船社の EC内陸運賃市場への進出を，
商業的・経済的践点からどのように評価しているのか。 EC共通運輸政策の
中でフォワーダーとの競争をどのように位置付けようとしているのか。盟外
船社とフォワーダーによる複合一貫輸送との比較をどのように考えているの
であろうか。内陸運賃設定協定は， EC内陸運賃市場の競争に大きな影響を
与えていると考えているのであろうか。主として「共通内陸運賃制度」の商
業的・経済的観点に焦点を当てて考察したい。
反対意見書は事実関係 (FACTS)が32パラグラフと法的評価 (Leagal
Assessment)が60パラグラフの 2つの部分によって構成されている。 まず
「事実関係」から考察する。
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1. 事実関係
事実関係はA.苦情， B.当事者， C.サービスとその市場， D.協定，
の4つに構成される。 A.苦情， B.当事者については本稿「はじめに」の
部分で既にその経緯について触れているので，ここでは省略する。
サービスとその市場
「サービスとその市場」は，内陸輸送市場への船主の参入，内陸輸送市場
の特徴， FEFCの内陸活動，サービスおよび市場に分かれる。
「内陸輸送市場への船主の参入」は，コンテナリゼーションの進展による
同盟船社の複合一貫輸送市場への進出の戦略について説明している。契約
荷主を船社手配による内陸輸送協定 “carrierhaulage"によって確保し，
内陸輸送に直接投資することはせず， これを下請として利用し， ‘‘carrier 
haulage"を背景に内陸運送業者との運賃交渉を有利に展開して， それによ
ってマージンを得ている。また複合輸送の進展により，同盟船社とフォワー
ダーとの競争が始まった。
「内陸輸送市場の特徴」は定期船海運市場より，ずっと競争的な市場構造
を有する。市場集中は非常に限られており，ほんの一部の例外を除いて規則
1017/68による一括適用除外は認められていない。従って同盟船社は海運市
場では品目別運賃を適用しているが，共通内陸運賃は FAK（品目無差別）
運賃を徴収している。内陸運賃は複合一貫輸送運賃（料金）の占める割合が
海運より大きい。また内陸運賃は海上運賃よりトン・マイル当たり非常に高
いことを強調するために具体的に例をあげている。それによってむしろ内陸
運賃が海上運賃より重要性が高いことを印象づけようとしている。
「FEFCの内陸活動は」内陸市場における同盟と同盟船社の役割を説明し
ている。同盟は同盟船社の内陸輸送活動の経営に直接的な役割がなく，共同
での内陸輸送活動も行わない。同盟船社が個々に“carrierhaulage"にもと
づき荷主と自身の内陸輸送協定を締結する。運賃は同盟の設定した共通内陸
運賃(5つの部分に分かれる）による。内陸輸送機器についての直接投資を行
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わない。なおここで FEFC船社が各ヨーロッパの内陸発着地点に同一運賃
を徴収していることは特に重要であると述べている。 FEFCの内陸輸送の
経済的重要性について，加盟船社の海上輸送の90％以上がコンテナ化されて
おり，その約85-90彩が戸口間輸送を行っており，そのうち70彩が “carrier
haulage"である。 1991年約1,015,208TED（約9,276,653トン）を輸送し，
そのうち約89彩が EC内部もしくは領域の通過によるものであると述べて
いる。
「サービスと市場」については今回の反対意見書の「サービスと市場」の
範囲を説明している。「サービス」については FEFC船社の定期船海運に伴
う内陸輸送サービスで， 港湾関連サービスもしくはその他の業務は除かれ
る。委員会はこれらのサービスに対する権限を留保する。「市場」は EC内
もしくは ECの領土を通過する， EC諸港および内陸ポイント間の， FEFC
船社による海上によって輸送されるコンテナの内陸輸送である。
協定
反対意見書の目的で考慮される協定は 「FEFCの内陸輸送運賃表」であ
る。それは1971年から適用され，新運賃表は 1990年1月1日改正の NT90 
である。 FEFCの内陸運賃および条件は NT90によっても殆ど変わってい
ない。これは包括的運賃構造を規定することをめざしており，新しい運賃表
は5つの要素もしくは付属運賃率表をもつ（この 5つの要素については既に
述ぺたので省略する）。 FEFCの海上運賃は米ドル，内陸運賃は現地通貨で
ある。内陸運賃はFAKシステムで構成される。欧州各内陸部からの個々の
貨物に対して，それぞれの運賃を決定することによって生じる運賃の多様性
を防止するシステムがとられている。第 3国で行われている内陸運送に関す
るFEFCの内陸運賃設定活動に関する権限は留保する。
以上が反対意見書の「事実関係」に対する概要である。ここでの委員会の
意見の中では， 「契約荷主を船社手配による内陸輸送協定である， “carrier 
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haulage"によって確保し， 内陸輸送に直接投資することはせず，これを下
請として利用し， ‘‘carrierhaulage"を背景に内陸運送業者との運賃交渉を
有利に展開して，それによってマージンを得ている。」と述べている部分で，
船社の内陸輸送への進出はフォワーダーと全く同様の役割を演じているだけ
であると認識している。コンテナのロジスティク・システムに対する投資は
認識していない。
次に「内陸運賃は複合一貫輸送運賃（料金）の占める割合が海運より大き
い。また内陸運賃は海上運賃よりトン・マイル当たり非常に高いことを強調
するために具体的に例をあげている。それによってむしろ内陸運賃が海上運
賃より重要性が高いことを印象づけようとしている。」との説明は， EC委員
会が交通経済についての認識が極めて不足していることを窺わせる部分であ
る。特に改めて指摘するまでもなく，このことは「海運」と「陸上輸送」の
輸送形態の当然の特徴であろう。
2. 法的評価
法的評価では，主として「内陸運賃制度」が陸上運輸の競争規則に適用さ
れる理事会規則 1017/68との関連で考察されている。特に第5条の「禁止の
非適用」の説明にその大部分をさいている。まず全体の構成を紹介し，続い
て各項目の解説に移る。
A)規則第1017/68とローマ条約第85条および第86条との関係
B)規則第1017/68第2条
C)規則第1017/68第3条
D)規則第1017/68第4条
E)規則第4056/86第3条
F)規則1017第5条
I.技術的もしくは経済的進歩
運送サービスの質的改善
かなり一時的な変動の大きい市場での継続性および安定性の促進一
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （301)69 
企業の生産性の増加ーサービスの生産もしくは流通の改善，技術的進
歩もしくは経済的進歩
I．利益の公平な分配
Il.競争制限の絶対必要性
訊市場の主要部分に対する競争の排除，規則第1017/68の第5条に関
する結論
G)規則第1017/68第10条および11条(1)
H)規則第 1017/68第22条(2)
A)規則第1017/68とローマ条約第85条および第86条との関係
規則第1017/68は鉄道，道路，内陸水路の輸送についての競争規則に適用さ
れる規定であるが，ローマ条約第85• 86条の基本的な競争規則からはずれる
ことはできない。規則第1017/68の第2,5, 7, 8条はローマ条約第85• 86条
によって拘束される。ローマ条約第85条3によらない規定を，規則第1017/68
によって除外することは出来ない。同規則の参照事項についても同様である。
B)規則第1017/68第2条
第2条は制限的慣行の禁止を規定しているが， FEFC船社は第2条で言
う「企業」であり， FEFCの欧州内陸運賃率表は「協定」にあたり，その内
陸輸送の直接的な運賃および条件の設定は「競争制限」にあたることをまず
確認している。
FEFCの内陸運賃協定は構成国間の取引に影響を与えている。 どのよう
な影響を EC内陸市場に与えているのかという状況に対する EC委員会の
認識に特に注目する必要がある。すなわち効率的な大量輸送に必要なコンテ
ナ関連機器の最適利用をめざして構築されてきたロジステック・システムの
1つを担うベース・ポートと平均化思想 (EqualilzaitionConcept)， 欧州
ゾーン・チャージの発想を否定しているからである。
EC委員会の意見は「FEFCの内陸運賃は港湾間の競争に影響を及ぽし，
また幾つかの構成国間の貨物Jレートにも影響を与える。個々の FEFC船社
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の操業している港湾に関係なく，内陸運賃を同ーにするということは，当該
港湾がより近距離に位置するという経済的有利性を無くすることによって，
FEFCの地理的範囲内に，港湾の自然の貨物集積を変化させることになる。
その結果，構成国間の内陸輸送サービスは，当該港湾から内陸地点までの，
もしくはその逆の場合も，より近い距離という基準に基づいた自然の）レート
がもはや関係しないという事実によって影響される」。国際物流戦略による
輸送の効率化に対する委員会の認識が極めて不足していることを如実に窺わ
せる部分であろう。
C)規則第1017/68第3条（技術協定の除外）
FEFCの欧州内陸運賃率表は第3条にいう 「技術的協定」ではなく，運
賃に関する同一市場での競争者間でなされている「商業的協定」である。第
3条{l)(C)に規定されている内陸輸送形態間の「連続的，補完的，代替的もし
くは複合的な輸送業務」であって，内陸輸送と海上輸送間について触れられ
てはいない。
D)規則第1017/68第4条（中小企業グループの除外）
FEFC船社は自身で内陸輸送活動をおこなわず， 共同で内陸輸送機器，
用品，およびそれらの資金手当もしくは入手もしない。第4条(1)に言う内陸
輸送サービスも行わない。下請による輸送能力であることを考慮しても，第
4条の規定にはあてはまらない。
E)規則4056/86第3条（定期船海運サーピス業務に関する運送業者間の
協定の除外）
FEFC船社は第3条が「複合輸送設定活動」を適用除外していると述べ
ている。しかし委員会は一貫してこの規定の解釈を厳密に解釈する立場を取
っており，この規定の範囲を越えることは出来ないとの見解を繰り返し述べ
ている。同様第 5条（3) 貨物料金によって含まれていないサービスおよび(4)
運賃率表の入手についても同様である。それは「一括適用除外を制限する義
務」を説明しているに過ぎないと述ぺている。これらの議論は重要なもので
あるが，法解釈の議論でありその考察は本稿「V 理事会規則4056/86の法
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的解釈と同盟の内陸運賃設定論争」のところに譲りたいと思う。
F)規則第1017第5条（禁止の非適用）
「共通内陸運賃設定協定」は， 規則第1017/68の第2条（制限慣行の禁
止）が適用され，従って一括適用除外が適用されないので，個別適用除外が
認められるかどうか， EC委員会が判断するために，第5条の禁止の非適用
の条件を満たしているかを次に検討する。
I.技術的もしくは経済的進歩
その条件とは「輸送サービスの質的改善」．「需要および供給がかなり変動
する市場での．輸送の必要性を満足させるより大きな継続性および安定性」，
「企業の生産性の向上」，「さらなる技術的もしくは経済的進歩」に合致する
かどうかの判断である。我々は規則第1017/68第2条に合致するかどうかと
いうことよりも，委員会が同盟の「共通内陸運賃設定協定」を商業的・経済
的な銀点からどのような判断を下しているのか興味のあるところである。
連送サービスの質的改善
FEFCの各船社は荷主に自身の内陸輸送協定を提供する。輸送の質は船
社によって様々であるが，内陸運賃は統一されている。 このことは FEFC
船社は彼らが荷主に提供する海陸サービスの改善に対する刺激は殆どないと
言えるから， 「内陸運賃設定協定」は現状では運送サービスの質を改善させ
るとは考えられないと EC委員会は判断している。委員会はあくまでもミ
クロ的にしか「内陸連賃設定協定」を認識していないことはここでも窺え
る。同盟は複合輸送では，常にフォワーダーからの競争にさらされており，
国際物流戦略の中で輸送サービスの質的改善がはかられていると考えるべき
であって， 「内陸運賃設定協定」はあくまでその戦略の一部を構成している
と見るべきであろう。
かなり一時的な変動の大きい市場での継続性および安定性の促進一企業の
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生産性の増加ーサービスの生産もしくは流通の改善
「共通内陸運賃設定協定」が内陸輸送市場での継続性と安定性の促進，生
産性の向上，内陸輸送サービスの生産もしくは流通の改善に全く貢献してい
ないというのが委員会の意見である。その理由として， 「輸送サービスの質
的改善」のところであげた理由および同盟船社は内陸輸送業者から異なった
価格で内陸輸送サービスを購入して，それらを荷主に同一価格で再販するだ
けである。荷主もフレイト・フォワーダーも直接に同一のサービスを得るこ
とが可能である。流通の改善に対しても，各加盟船社がそれ自身の個々の内
陸輸送協定を提供するので，より良い流通が達成されているとは言えないと
述べている。また FEFCが同時に売り手と買い手となる内陸輸送市場は，
「一時的な変動が激しい」市場とは言えないとしている。
委員会はしかし，同盟船社が「一貫運送責任を引受け」，「複合運送証券の
発行」をしており， それによって「通し運賃」を提示していることは認め
ている。だとすれば， CENSAの競争作業グ）レープの意見や， FEFC会長
Patrik Gilesの意見に何故耳を傾けることが出来ないのであろうか心
技術的もしくは経済的進歩
上述の理由から「共通運賃設定協定」からは，いかなる技術的もしくは経
済的進歩も生じないと委員会は断言している。
1) 「同盟による明瞭で理解しやすい運賃率表および最新の運賃表の公表は輸出入貨
物の最大の個別輸送コストを合理的な正確さで予想することを，そのトレードの荷
主に可能にしている。そうでなければ，数千もの中小規模の荷主が運賃水準に関し
て全く方針をたてられないことにあろう。 (CENSAの競争作業グループと第4総局
Mr. J. Faullとの応答， 1992年6月10日， CENSA Circular No. 92/192, 29 Se-
ptember 1992) FEFC会長が雑誌 Containerizationの記者とのインタビューで
「同盟は複合運賃表を公表しているので，輸出業者や荷主双方に明瞭で，参考にす
るのに便利なものであろう。 もし FEFCの19船社が別々の運賃表を出せば困惑す
るであろう。完全な内陸運賃表は通常は A4判で100ページほどもあり，これを見
たことのある人は複雑な色々な内陸運賃表は望ましくないという船社の意見に同意
せざるをえないであろう。経営の観点から共通運賃表は交渉のはっきりとした糸口
となろう。 ContainerisationInternational, March, 1993, p. 58. 
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同盟の安定（供給）の役割は，規則第4056/86によって認められているが，
共通内陸運賃設定の禁止によってこれが危険にさらされていると FEFCは
主張している。この議論に対して委員会は「海運貨物運賃の安定性が，規則
第1017/68の目的にかなう技術的もしくは経済的利益にあたるかどうか，さ
らに海運部門の安定性が，もし非海運部門もしくはその他の部門で，定期船
同盟メンバーによる共通運賃設定が禁止されると危険にさらされるかどう
か，評価することによって考察しなければならないと述ぺている。
FEFCの加盟船社が個々に内陸運賃を決定しなければならないのであれ
ば，お互いにより有利な内陸運賃を提供することによって，海上運賃を引き
下げる誘惑に駆られることになると主張してきた。これに対して委員会は，
船社に一部分のカルテル化を認めたから，その他の活動のすべてのカルテル
行為を認める理由にならない。海運同盟の「安定の役割」は，非海運活動を
保護することを正当化するほど不可欠なものではないと反論している。
しかし現在の同盟船社活動の 90%以上が複合輸送とされる現状では， 「海
上運送は包括的な戸口間輸送経営の一要素」に過ぎず，陸上運賃もまた同様
であって，お互いに極めて密接かつ有機的に関連していると考えなければな
らないであろう 2)0 
委員会はこのような認識よりも， 同盟に認めたカルテルの一括適用除外
が，「ごまかし」，「秘密リベート」などによって不安定になっていることを
重視している。しかしこの委員会の意見は，状況のすり替えであり次元の異
なる問題であろう。
委員会はさらにもし同盟が「共通運賃設定協定」を中止すれば，次のよう
な発展が生じるという。
FEFCの大多数の加盟船社は現在と同様， 戸口間輸送サービスの提供を
続ける。
自身の個々の内陸運賃を自由に決定し，自身の個別の内陸運賃表をもつ。
盟外船社が個々の戸口間運賃を提供するのに何の問題も生じていないのであ
2)本稿80ページ， V.1. Ruttelyの規則4056/86に関する法解釈参照。
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るから，同盟船社も問題はないと予想している。
荷主は内陸運賃の選択の幅が拡大されることによって利益を得る。またフ
ォワーダーおよび船社間の競争が激化し，それが技術的，経済的進歩につな
がる。資源の最適配分にかなうものである。
直．利益の公平な分配
ここで委員会は「利益の公平な分配」を荷主に保証するための最良の方法
は，船主およびフォワーダーを内陸輸送市場で公平な競争状態におくことで
あると主張している。
EC委員会は運送利用者（荷主，委託業者，フォワーダー）が FEFCの
内陸運賃設定協定の結果，公平な利益の配分を受けないという。そのことに
対する荷主諸団体の苦情に言及している 8)0 
フレート・フォワーダーはその代表組織の CLEACATを通じてこの内
陸輸送の競争の歪みについて関心を示している％ EC委員会は荷主が内陸
輸送サービスを購入する場合に，質と価格で幅広い選択が出来ることを常に
保証するように行動すぺきだと考えている。 それゆえ carrierhaulageが
70彩にのぽることは，不十分であると言う。戸口間輸送の利益の公平な分配
の消費者への留保は，船主がお互いに競争状態に置かれることによって，ょ
り簡単に達成されるというのが委員会の意見である。
直．競争制限の絶対必要性
技術的もしくは経済的進歩を促進させるには，複合輸送サービスの規定を
一般化 (generalizaiton)させることによって生じる。 それは FEFC_の陸
3)荷主諸団体の苦情については本稿50ペー ジ，「I.FEFCの共通内陸運賃制度の概
要とフォワーダーに対する戦略」の注14参照， さらに利益の公平な分配に対する
Langの意見も参照，本稿86ペー ジ「V.1. Langの主張する理事会規則4056/86の
法的欠陥と「内陸運賃設定」問題」の注11参照。
4)このことは本稿50ページ「I.FEFCの共通内陸運賃制度の概要とフォワーダー
に対する戦略」によって既に明らかである。同盟は競争者である「フォワーダー」
に同盟貨物が流れないような対策を講じている。
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上活動の個別的適用除外を認めなくても十分に実現できる。独立船社が個々
の基準で優秀な質の複合輸送サービスを提供する能力がある事実によって確
証できる。同盟船社も個々の基準で同盟に依存することなしに，それらを提
供している。フレート・フォワーダーもカルテルを組織する権限を与えられ
てこなかったが，荷主に戸口間サービスを提供している。
IV.市場の主要部分に対する競争の排除，規則第1017/68の第5条に関す
る結論
EC委員会は戸口間運賃の共同運賃設定に関して， FEFCに個別的適用除
外を認めても，短期的には競争の排除と結びつくものではない。同盟船社は
EC陸上輸送市場のほんの限られた部分を持つにすぎないことも認めてい
る。しかしながら同盟船社，盟外船社を問わず，海運部分では重要な地位を
占めており，自身の固定客をもち，特に同盟船社は陸上輸送業者もフレート
・フォワーダーにも認められていないカルテルを組織する権限が与えられて
いるので， たとえ荷主に merchanthaulageおよび carrierhaulageを
選択することが出来るという事実はあっても，実際には荷主の陸上運送業者
の選択幅を著しく削減する結果となっている。また欧州の内陸輸送の自由化
と規制緩和が共通運輸政策の方針であるので，この政策の流れに矛盾するこ
とになる。
規則第1017/68の第5条に関する結論
陸上輸送部門もしくはその他の輸送部門（たとえばコンテナ移動の集団的
管理，もしくはコンテナの保管での船社間の協力形態は運賃設定を除いて，
その開発を個々に行う形態と比較すれば「改善」に貢献することが出来るこ
とを委員会は認める。それは規則第1017/68もしくは規則第17/62によって委
員会に提出されれば，個別的適用除外の可能性があると述べている。
G)規則第1017/68第10条および11条(1)
規則第1017/68第10条および1条(1)の規定に従い， FEFCの共通欧州内陸
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輸送運賃について，規則第 1017/68の第2条違反として決定答申を採択し，
そのような違反の中止を求めている。
H)規則第1017/68第22条(2)
規則第 1017/68第22条(2)により，その違反行為に対する罰金額を通告して
いる。
以上が「反対意見書」の「法的評価」の部分の解説である。最初の部分で
触れたように我々の関心は委員会が同盟の「共通内陸運賃設定協定」を商業
的・経済的にどのような判断を下しているのかという点にあった。既に解説
のところで適宜考察してきたが，現在の同盟船社活動の90％以上が複合輸送
とされる現状からは目をそらせるがゆえに， 「海上運送が包括的な戸口間輸
送経営の一要素」に過ぎず，陸上運賃もまた同様であって，お互いに極めて
密接に有機的に関連していると認識しようとはしない。委員会はあくまでも
ミクロ的にかつ，近視眼的にしか「内陸運賃設定協定」を認識していないこ
とを我々は「反対意見書」の中で随所に窺うことが出来た。すなわち内陸運
賃設定については内陸輸送業者から異なった価格で内陸輸送サービスを購入
して，それらを荷主にと同一価格で再販するだけである。」と認識しているに
過ぎないのである。そのため効率的な大量輸送に必要なコンテナ関連機器の
最適利用をめざして構築されてきたロジステック・システムの 1つを担うべ
ース・ボートや平均化思想 (EqualilzaitonConcept)，欧州ゾーン・チャー
ジの発想を否定しているのである。国際物流戦略による輸送の効率化に対す
る委員会の認識が極めて不足してるがゆえに，国際物流戦略の中で輸送サー
ビスの質的改善がはかられていると考えることが出来ず，「内陸運賃設定協
定」をその物流戦略の一部を構成していると見ることが出来ないのである。
そして「利益の公平な分配」を荷主に保証するための最良の方法は，船主
およびフォワーダーを内陸輸送市場で公平な競争状態におくことであると主
張し，技術的もしくは経済的進歩を促進させるには，複合輸送サービスの規
定を一般化 (generalizaiton)させることによって達成出来ると結論し， EC
の内陸輸送市場における自由な競争を確保することをより重要視している。
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V. 理事会規則4056/86の法的解釈と同盟の内陸運賃設定論争
1. ローマ条約の競争規定の海運への適用の経緯I)
ローマ条約第1部原則第3条(f)には，「共同市場で競争が阻害されないようにする制
度の確立」が謳われており，（なお同条(e)には「運輸の分野における共通政策の樹立」
が規定されている。）具体的には第3部，共同体の政策，第1編共通の規則，第1章
競争に関する規則，第1節企業に適用する規則第85条第1項に「以下のものは共通
市場と両立しないもいものとして禁止される。企業間の全ての協定，企業の連合および
共同行為による決定で，構成国間の取引に影響を与える可能性があり，その目的もしく
は効果が共同市場の中での競争を妨げるか．制限するか，歪めるものであり，特に以下
のようなもの：（a) 直接的にも間接的に購入または販売価格もしくはその他の取引条件
を決定するもの，（b) 生産，市場，技術進歩，もしくは投資を制限もしくは抑制するも
の，（c) 市場もしくは供給源の割当，（d) 別の取引相手と同等の取引に異なった条件を
適用し，それらによって彼らに競争上の不利益を与えるもの，（e) その性質上，もしく
は商慣習上，当該契約との間に関連性がないような付属的な義務を他の相手方に受け入
れさせるような契約の締結をさせること。同条第2項本条によって禁止されるいかな
る協定もしくは規定も自動的に無効とされる。同条第3項 しかし第1項の規定は次の
場合に適用出来ないことを宣言することが出来る。企業間の協定または協定の範疇に入
るもの，企業連合による決定もしくは決定の範疇に入るもの，共同行為または共同行為
の範疇に入るものでそれが商品の生産または分配の改善に貢献し， もしくは技術的また
は経済的進歩を促進することに貢献する場合，その結果生じた利益の公平な分け前が消
費者に渡るもので，かつそれが：（a) これらの目的を達成するために必ずしも必要でな
い制限を当該企業に課さないもの。 (b) 当該商品の主要部分の競争排除の可能性を当該
企業に許さないもの。
ローマ条約第87条は第85• 86条の実施細則規定であり， ローマ条約発効後 (1958年），
1)拙稿「ローマ条約競争規定と海運のコンソーシアムー一括適用除外問題を中心と
して」，「海事交通研究」，第37集，財団法人山縣記念財団， 1991年6月， 109-113ペ
ージおよび拙稿「ユーロコードとコンソーシアムに対する EC委員会の対応」，『海
運経済研究」第25号， 日本海運経済学会， 1991,55ペー ジ。
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らにまたローマ条約第86条の規定の範囲での支配的地位に対する効果を及ぼすものには
適用されない。」こととなった。 しかし 1967年12月の理事会規則第 1002/67FEによっ
て，第141号は規定は1968年6月30日をもって終了することとし， 代わって同年7月19
日 「鉄道， 道路および内陸水路に競争規定を適用する理事会規則第1017/68」が成立し
た。しかし航空と海運についての競争規定適用細則は航空が規則第3975/86,海運は第1
次共通海運政策としての4つの規定の 1つとして1986年12月2213に採択された， 「海上
運送にローマ条約第85条および第86条を適用するための細則」を規定する理事会規則第
4056/86であった。 これは「海運同盟」に対する一括適用除外を規定したもので， これ
を採択する際に 1年以内にコンソーシアムに対して一括適用除外を規定することが出来
かどうか，また必要ならばその場合の影響について提案できるかどうかについて，理事
会に報告することを約束した。この「定期船海運業におけるコンソーシアム協定を一括
適用除外とする可能性に対する報告書」は 1990年6月17日に提出された。同時に提出
されていた「海運会社の協定，決定および共同行為の一定の範疇に対してローマ条約第
85条3項を適用することに関する理事会規則案」は「定期船海運会社間の協定，決定お
よび共同行為の一定の範疇に対してローマ条約第85条3項を適用することに関する1992
年2月25日の理事会規則 (EEC)第479/92（コンソーシアム）」として，一括適用除外
は5年間の期限付で， 1992年2月25日に採択された。また同盟・盟外船社の運賃等の協
鏃協定である「ユーロコード」について， EC委員会は1990年8月これを条件付で認
める見解を発表していたが，マースクラインの加盟によりその状況に変化が生じたが，
1992年2月「この協定は， EC競争法に照らして違反であるが，適用除外を与えない場
合には大西洋トレードにおける運賃水準や安定性に重大な影孵及ぼすことに鑑みて，航
路環境の変化や船社の変化の行動を厳しく監視しながら， 1995年まではユーロコードを
認める」。と発表した。2)
なお EC委員会はユーロコードの協厳協定のうち「通し運賃の内陸輸送に関する鉄道，
航空， トラック輸送業者と営業活動を行うこと， および協定を締結する可能性に対す
る競争制限規定」を削除するよう求めた。但し通し運賃に関する協議と情報の交換につ
いては複合輸送に有益であるとし， もしこれを認めなければ協定の安定的効果がかなり
削減されるであろうと述べている。またこれによって EC内の国内運送用役市場の競争
3年以内にそれを定めると規定され，それまでの暫定的な運用は加盟各国に委ねられて
2)日本船主協会，『船協海運年報』， 1992,79ベー ジ。
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いた。競争規定の実施細則規定は1962年2月6日理事会規則第17号として採択され，そ
の第9条で「欧州裁判所による決定に鑑み，委員会は口＿マ条約第85条3項の規定する
第8瞭辺項を適用しないと宜言する専属権限を有する。」との規定により，それ以後EC
委員会は個別適用除外および，理事会規則もしくは命令によって一括適用除外を宣言す
る専属的権限を与えられるようになった。運輸に関する規定は前述のローマ条約第3条
(e)の「運輸の分野における共通政策の樹立」との関連で， 1962年1月26日の理事会規則
第141号によって「第17号規定は運輸部門における協定，決定および共同行為であって，
運賃，運送条件の決定，輸送供給量の制限もしくは支配， もしくは運輸市場の割当，さ
制限に影響を与えるものではないという 3)。
2. 複合運送に関連する理事会規則4056/86の整理
今回の FEFCに対する EC競争総局の「反対意見書」は，同盟の内陸運賃設定協定
が FEFCの主張するような規則4056/86第3条の一括適用除外にはあたらないというも
のであった。我々はここで同規則の法的な議論を中心に複合輸送との関係で特に問題と
なる部分に焦点を当てて考察することにしたい。
海運同盟に対する一括適用除外を規定した同規則は，第1部実体規定と，第2部手続
規定に分かれる。ここでは実体規定を中心に考察することにする。まず複合輸送との関
係で重要と思われる条文を一瞥しておこう。
第1条は「主題と規則の範囲」を規定している。「1．この規則は海運サービスヘのロ
ーマ条約第85• 86条の適用細則を規定する。 2．この規則は不定期船を除いた1つもしく
はそれ以上の共同体諸港発着の国際海運サービスにのみ適用する。」と規定されている。
それゆえ，この規定の範囲には同盟の「海陸一貫輸送活動」には触れられていない。従
って内陸運賃設定はこの規則の範囲ではないことは誰が見ても明白なように思われる。
「海運同盟」の定義は第3項(b)に次のように規定されている。「海運同盟」は， 2つ
もしくはそれ以上の船舶運航業者 (vessel-operatingcarriers)の団体で，特定の地理
的な範囲内で1つの特定の航路もしくは航路（複数）で貨物輸送を行うために国際的な
3)前掲拙稿「ユーロコードとコンソーシアムに対する EC委員会の対応」， 61ペー
ジおよび注20。
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定期船サービスを提供していること。そしてそれはその本質がなんであれ，その枠組み
に基づき， 彼らは統一した (uniform)もしくは共通の (common)貨物運賃および定
期船サービスの規定に関するその他の同意された条件に基づいて操業するものである。
第2条はローマ条約第85条1項からの一括適用除外を受けるのは「商業的協定」では
なく，「技術協定」のみであることを規定し， その技術協定を具体的に6つあげて，
その 1つに第1項(c)として「連続的もしくは補助的な海上運送業務を行う機構 (orga-
nization)および執行 (execution)。および当該業務に対する独占的な運賃および条件
の創設もしくは適用」を規定している。
第3条は第2条によって適用された「技術協定」が適用除外を受ける「目的」
(objectives)を規定し，第4条に課せられた条件 (condition)を満たすことによって，
その目的が運賃および運送条件 (conditionsof carriage)の設定および(a)から(e)まで
の5つの目的の 1つもしくはそれ以上に合致したものであれば， ローマ条約第85条1項
の適用除外を受けることになる。
第4条は第3条の条件としてのそれらの協定等が共同体市場内での競争を歪曲する原
因とならないことを規定している。
第5条は適用除外を受けるための「義務」を規定しており，第3項に「貨物運賃に含
まれていないサービス」として，運送利用者は，船社および運送利用者が同意している
運賃もしくは料金に含まれていない，内陸輸送業務および埠頭サービスに関する企業の
選択を行う権限を有する。第4項に「運賃率表の入手」として「運賃率表，関係条件，
規則およびそれに関する改正は，合理的なコストで運送利用者の求めに応じて入手され
なければならない。もしくはそれらは船社および代理店の事務所で調べることが可能で
なければならない。それらは貨物の荷揚げ，荷卸し，海上運賃および陸上運賃のそれぞ
れの割合に対する貨物運賃に含まれるサービスの正確な程度， もしくは当該業務に船社
および慣行によって課されるその他の料金に関するすべての条件を詳しく述べたもので
なければならない。」と規定されている。
以上がこれからの複合輸送との議論に必要な規則4056/86の規定のあらましである。
3. Ruttelyの規則4056/86に対する法解釈I)
さてまず最初に FEFCの法律顧問でもあるPhilipRuttelyの「国際海運
1)この項は主として PhilipRuttely, "International Shipping and EEC Co-
mpetition Law," Euro加anCom加titionLaw Review, Volume 12 Issue 1, 1991, 
pp. 5-18によった。
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とEEC競争法」という論文の中で彼が規則第 4056/86をどのように見てい
るかを紹介しておこう。 FEFCの法律顧問としての立場から， 船社を擁護
する論陣をはっている。彼はまず同規則は規則第4056/86は国際海運の商業
的な実情を表現することに大部分失敗している。委員会の新しい指導性が遅
れていると非難する。
近代的な海運は内陸の道路，鉄道，河川輸送のネットワークと連結して，
技術的に進んだ埠頭サービスがコンテナ貨物を取り扱う場合に，統合して運
営がなされている。つまり定期船の顧客によって期待され，しばしば刺激さ
れた需要は完全に統合された複合輸送を導き，そこでは海上輸送は包括的な
戸口間輸送運営の一要素に過ぎないのである。船主は超大型化された，高速
で，全部の運航がコンビューター化された効率的なコンテナ船隊を創設して
顧客の需要に応えてきた。
このような発展を遂げて来た定期船海運に対して，規則第4056/68の第 1
条に規定された適用範囲は文字通り 「国際海運業務」のみであることは明
白である。規則第4056/86の範囲の解釈は EC委員会と船社との間での論
点であった。大まかに言えば， 委員会は規則第4056/86の範囲は「海上」
(maritime)の言葉通りの意味によって決定されるとずっと言い続けてき
た。従って，委員会は第 1条の「海上輸送サービス」 (maritimetransport 
services)という言葉は規則第4056/86の範囲を決めており，純粋に海上活
動のみに限定するという見解である。幾つかの最近の公表でも，委員会は規
則をただ「海上」 (sealeg)の移動として解釈する記録を残している。すな
わち内陸輸送は，たとえ海運とは別々に切り離されていなくても（つまり複
合輸送という別の商品（交通用役）をつくりあげても），規則第1017/68によ
るとの解釈である。
Ruttlyは EC委員会のこのような意見に対して，次のような反論をして
いる。
この意見は一見，論理的に見えるが，船社の近代的な，コンテナ化された
海運産業の「複合的な本質」 と矛盾すると， この解釈を厳しく非難してい
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る。一貫輸送の「海上運送」部分が，陸上および海上輸送を含む通し運送活
動の全体の一部であるからである。さらに委員会の解釈の理解出来ない部分
は，規則第4056/86の主要部分を構成する海運業の一括適用除外は，たとえ
ば複合輸送がすべての主要な業者の業務の大きな部分を構成する場合，非常
に厳密に解釈すると，まったく海運産業の実情と合わないこととなる。この
ことは規則第4056/86に包含する制度の主たる欠陥である。特にコンテナリ
ゼーションと複合輸送の実態に合わず，これを委員会の言うように厳密に規
則第4056/86を解釈することは，この法制度の主要な欠陥のひとつである。
彼は定期船社が単に海運サービスを生産する段階から，その大部分が国際複
合運送人として， 「通し運送」という新たな交通サービスを生産する段階に
達しているにもかかわらず，依然としてその法解釈を厳密に海上部分に限定
するのはその実情に合致していないと主張するわけである 2)。
2)今回の「反対意見書」では，同盟の「内陸運賃設定」の5つの要素のうち海上運
送と内陸運送の2つの範囲に限定し，ターミナル関連のハンドリングについてはそ
の権限を留保している。 “Statementof Objections," op. cit., pp. 12-13. しかし
EC委員会は留保部分についても次のような解釈を行っている。すなわち運送に対
する補助的業務について Ruttelyは次のように説明している。「規則141/62は運輸
市場に対する規則17/62に適用されないだけであることに留意することは重要であ
る。ゆえに直接運輸に関係ないその他の分野で， 補助的なサービスに含まれるも
の，たとえば， 倉庫もしくは埠頭サービスなどは規則17/62が適用されることにな
る。規則141/62は規則17/62の適用から除外される運輸活動を定義していない。一
部は規則141/62の前文解説第3バラグラフに基づいて，委員会はこの除外を狭く解
釈してきており， そのような運輸市場の補助的な活動は除外の範囲に入らないの
で，規則17/62の範囲になると解釈してきた。（前文解説第3パラグラフでは「規則
第17/62の適用から除外することを正当化されると考えられる輸送の明白な特徴は
輸送サービスの規定に直接的に関係のある協定，決定， 共同行為である。」）「補助
的サービス」とは輸送業務に連結する陸上の貨物取り扱い(handling)もしくは管理
サービスを含む。委員会はまたコンテナサ＿ビスは，一部は，たとえばコンテナ・
ヤードもしくはデボでのコンテナ・ハンリドング業務は規則17/62が適用されると
いう見解を示している。国際海運でのコンテナの中心的な役割からみて規則17/62
を適用されることは非常に重要なことである。このようなことからも，国際複合一
貫輸送に対する独立した立法が望まれる。 Ruttely,op. cit., p. 14.および注18)。
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Ruttleyはコンテナリゼーションが「完全に統合された複合輸送を導き，
そこでは海上輸送は包括的な戸口間輸送運営の一要素に過ぎず一貫輸送の
「海上運送」部分が，陸上および海上輸送を含む通し運送活動の全体の一部
である。」と理解しており， FEFC船社の実態は複合輸送の割合がその殆ど
であるから叫 海運同盟活動の実態に合わないと主張しているのである。問
題は船社が主張するように欧州同盟がコンテナ輸送を開始したのが1971年で
あり，内陸運賃設定協定も同時期に設定されており，規則第4056/86は1986
年に採択されているので， EC委員会は海運同盟に対するこのような法的不
安定性は当初から予想されていたことであろう。
上述のごと <,EC委員会は規則第4056/86は運送業務の「海上」部分の
みに適用されるとの解釈を示している。しかし殆どの海運同盟は，積荷港ま
での内陸輸送，埠頭サービス，海上輸送，荷揚港での埠頭サービス，配達地
点までの内陸輸送を含む複合通し運送サービスを提供している。もし委員会
の見解が正しければ，これらの定期船同盟は一括適用除外からは利益をうけ
ることなく，海上部分については規則第4056/86, 陸上部分については規則
第1017/68，埠頭および付属的な運送サービスについては規則第17/62による
個別的適用除外を必要とする。
委員会の解釈の結果は，規則第4056/86を採択した理事会の意図とは反対
に．すなわち委員会が，競争は共通市場内部の過度の歪みをなくすことを確
保し，この部門の過度の規則（規制）を排除することを可能にすることに反
すると考えられる。それはまた規則第4056/86が本来意図した受益者を利す
ることに失敗したことになる。
Ruttelyは次に規則第4056/86の個々の条文の用語の曖昧さを指摘し，彼の
主張する広義の解釈はその根拠が十分にあると主張する。以下それらを 2'
3紹介する。
3) 「反対意見害」には， FEFCメンバー船社の海上輸送の90形以上がコンテナ化さ
れており，それらのおよそ85-90形が戸口間輸送に該当する。そのうちの70%が船
社手配による内陸輸送 (carrierhaulage)であると述べている。 “Statementof 
Objections," op. cit., p. 11. 
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第1条(3)bの海運同盟の定義のなかで使用されている。
…and which has an agreement or arrangement, whatever its nature, 
within the framework of which they operate under uniform or 
common freight rates…（そしてそれはその本質がなんであれ， その枠組
みに基づき，彼らは統一した (uniform)もしくは共通の (common)貨物
運璽・・）という表現の中で “uniformor common freight rates"という
部分が具体的にどのような運賃を規定しているのか「不明瞭」であり（同意
語の反復なのか， ‘‘uniform"と‘‘common"には厳密な区別があるのか），
運賃それ自身ではなく， 運賃が設定される原則を説明していると解釈でき
る。 Ruttelyはそれゆえこの部分は広義に解釈して，どのような方法の運賃
設定でも良いのではないかと考える。そのことは規則第4056/86の前文解説
第8バラグラフでも「海運同盟は総称的な種類の団体 (entity)であって，
海運同盟の特定の形態に限定されるものではない。それゆえ海運同盟は統一
した，もしくは共通のシステムに基づくものであれば，広い，雑多の相互設
定機構 (inter-setting mechanisms)を採用しても良い。」 と述べており，
Ruttelyは全ての同盟船社に単一運賃を設定してもよいし，上・下限の変動
の許される標準運賃を設定してもよいと考える。
規則第4056/86はそれと矛盾しない，もっと柔軟な方法で解釈が可能であ
ると思われる。規則第3条はその見出し以外では「海上運送」に言及してい
ないということは重要である。そうではなく， それは輸送 (carriage)に言
及しているのである。同様に，規則第 1条(3)(b)の海運同盟の定義は船舶運航
業者 (vessel-operatingcarriers)という表現を使用している。それゆえ，こ
の規則の強調したいことは，定期船同盟のメンバーは単に船主(shipowners)
としてではなく運送業者 (carriers)として考えている点である。第4条は
除外の条件として，次のことを要求することによってこの解釈を支持してい
る。すなわち除外の条件として，積地港もしくは揚地港との間よりは，むし
ろ貨物の積取を行う国 (countryof origin) もしくは仕向国 (countryof 
destination)についての平等な取り扱いを求めている。さらに第5条(3)で
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は内陸輸送を含む，通し運送サービスは同盟船社によって提供されるサービ
スの一つの統合した部分を構成することをはっきりと予期している。第5条
(3)は，運送利用者は「海運会社と運送利用者が同意した貸物運賃もしくは料
金に含まれていない内陸輸送活動および埠頭サービスに関して，彼ら自身の
設定をする権利がある。」と規定している。
第5条(3)の効果は，同意された貨物運賃が内陸輸送および埠頭サービスを
含む場合には第 5条(3)は適用されず，またこの点でいかなる義務も第 3条に
含まれている一括適用除外に影響を与えない。第 5条(3)に含まれている義務
は，次の点で第3条の一括適用除外に適うものである。すなわちその義務に
含まれている活動は，基本的には第 3条によって支配されており，その結果
第85条(1)の禁止から除外されていることを前提としているのである。
規則第4056/86は定期船同盟を中心としての複合輸送業務の存在を認識し
ており，また第 3条に含まれている一括適用除外からの利益を意図している
ことも認識している。にもかかわらず， EC委員会は現在までのところその
解釈を変えていない。委員会は規則第4056/86を文字通り海運サービスのみ
に適用し，内陸輸送サービスを提供する定期船同盟に第85条(3)による個別的
適用除外を得るよう要求していると解釈し続けている。この場合，個々のメ
ンバー船社が内陸の運賃を決めることを認めることになる。この点での規則
第4056/86の適用に関する論争は続いている。 Ruttelyは規則第4056/86は複
合輸送業務の存在を海運同盟におけるサービスの中心として認識し，第 3条
の一括適用除外を与えることを必然的に意図していると考えるべきである。
国際海運に対する EC競争法の体制は不完全かつ重大な手続規定の欠陥を
もっており （たとえばネガティブ・クリアランスの欠如など）， 近代的な海
運サービスの複合輸送の本質と規則第1017/68 （内陸輸送），規則第4056/86
（国際輸送）および規則第17/62（輸送の補助的サービス）の範囲について
の委員会の厳密な区別との間の深刻な矛盾を解決しなければならないと結論
づけている°。
4)なお同様のケースとして，同盟・盟外船社の協議協定であるユーロコードは既述
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4. Langの主張する理事会規則第4056/86の法的欠陥と「内陸運賃設定」
問題1)
理事会規則第4056/86の法的な欠陥
John Temple Langは，理事会規則第4056/86が幾つかの欠陥をもつと
指摘している2)。すなわち第3条および第4条の規定は曖昧で不明確であ
る。第 3条は一括適用除外の目的を規定している。同盟海上運賃設定協定に
対する一括適用除外は，特にそれらが「差別されない」という条件にのみ従
うと言うのは競争法としてはユニークなものである 3)。 そのような除外がど
のような根拠で，第85条 3項の 4つの条件を満たすと考えたのか明白ではな
ぃ4)。 しかもその規則の前文で明快に答えているとは言えない。勿論もし第
3条および4条が，正確な解釈の上にたって，業務のあまりにも広い範囲の
適用除外であると理解できるとすれば，それはこれらの要求を到底達成でき
ないので，除外は無価値となろう。しかしすべての規則はローマ条約と矛盾
しないように可能な限り解釈されなければならない。それゆえ第 3条および
4条は可能ならば， 第85条 3項と一致するものと理解されなければならな
い。
Langはここでの批判の目的は同規則の規定を明白にすることで，同規則
の改正を考えていないと述べている。その法的解釈は欧州裁判所に委ねるべ
のように1990年に条件付で適用除外が認められ， 1992年には EC競争法違反である
が，その経済的影響から1995年まで延長された。また同様に規則4056/86による適
用除外を認められなかった「コンソーシアム」は，新たに規則第479/92として「複
合輸送」の部分を削除して1992年2月に採択されている。
1) Dr. John Temple Lang, "Current Issues in EC Maritime Competition Law," 
October 1992, European Maritime Law Organisation, pp. 1-31. なおこれは
1992年10月にロンドンで行われた欧州海事法協会主催の「EC海運競争法における
最近の問題」 と題するラング博士の講演原稿である。なお Langは競争総局，局
長 (Director)でトリニティ大学（ダプリン）法学部教授である。
2) Lang, op. cit., p. 3. 
3) Langは non-discrinatoryという用語を使用しているが， 除外条件を規定して
いる第4条は shallnot cause detrimentを使用している。
4)本稿 V.1.「ロー マ条約の競争規定の海運への適用経緯」， 77ペー ジ参照。
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きで，船主がこの法的解釈を巡って気遣うことなく業務が遂行できることで
あるという。しかし規則第4056の法的基礎に共同体の競争法のその他の規則
と異なった解釈をする可能性はないとクギを刺している。
規則第4056は海運のみ適用される。規則第 1017/68は陸上輸送にのみ適用
される。そして規則第 17/62は，倉庫業のように運送と結合するか，それを
補足するけれども運送を構成しないサービス（たとえばコンテナ設備）に適
用される 5)。 しかし別の規則第 3975/87は航空輸送にしか適用されない。こ
のようにそれぞれの運送形態に，独立した規定が適用されなければならない
ことは不都合なものであることは Langも十分認めている。すなわち「こ
れは委員会がきっといつかすべての運送形態が少なくとも 1つの規則提案を
することによって改正したいと言う， ずさんな， 不満足な状態である。」と
批判している。複合輸送に対する独立した一括適用除外規定の草案を示唆し
たものと受け取れる鸞
規則第4056の一括適用除外規定の表現は不明確で，コンソーシアムの一括
適用除外草案を作る際にも苦労したと次のように述べている”。 「明らかに
広く，確かに不明瞭な言葉で表現されている同盟の一括適用除外は，だれも
望ましいとみなした，コンソーシアム協定の一括適用除外の草案を作ること
を困難にしてきた。コンソーシアムもしくはそのメンバーがしばしば同盟に
かかわっているために困難が生じた。非常に競争を制限する協定が除外され
てしまい，そして現に実施されているならば，追加的制限がたとえ価値のあ
るものであったとしても，さらに競争に付加的な，制限的なものを許可する
ことは一段と困難となるであろう。もう 1つの困難は，コンソーシアムと同
5)規則4056/86の第2条の技術的協定として(a)から (e)まで例示されているが，そこ
で使用されている個々の用語についての具体的な説明は， Philip Ruttely, "In-
ternational Shipping and EEC Competition Law," European Competition Law 
Review, Volume 12, Issue 1, 1991. p. 9.注39-47に詳しく述べられている。
6) Lang, op. cit., p. 5-6. 
7) Lang, op. cit., p. 6. 
88(320) 第 38 巻 第3•4号合併号
盟はまった＜目的，活動，利益が異なるとしても，いくつかのコンソーシア
ムは同盟がするような運賃設定をしていることである。
しかし一般的にはコンソーシアムは運賃を取り決めないし，同盟の「安定
的」 (stabilising)効果を持たない。最後に同盟の一括適用除外はこの産業
の変化にかかわらず見直しや再考を行わない。 この望ましくない特徴は，
ECの一括適用除外の中では特異なものである（そして除外の有効性に対し
て議論がある）と述べている。
複合輸送に対する競争制限的協定の基準8)
複合輸送については Langは一種類以上（航空， 鉄道，道路，海運）が
介在する運送サービスの全ての形態を含むもので，それは一つの運送競争規
則以上と関係する。複合，相互，水平，垂直の複合協定でも，それらが競争
制限的であれば，ローマ条約第85条3による認定が必要であると述ぺ，さら
に複合輸送が望ましいという事実はそれを供給するのに競争制限的協定が望
ましいということを意味するものではない。事実はその逆であると述べて，
複合輸送に対する評価と，複合輸送に一括適用除外を認める論議は別のもの
であると主張する。
複合輸送協定のうち，どのようなものが競争制限的で，どのようなものが
競争制限的でないのであろうか。 Langは競争制限的でない例として，一種
類の輸送手段を持つ一つの運送会社と別の輸送手段を持つ一つの運送会社の
間の独占に基づかない相互の垂直的な協定もしくは，一つの荷主と一つの運
送会社間の協定は通常制限的でないと述べている。
競争制限的なものとして，次のような例をあげている。自身の輸送手段，
もしくは複合輸送に対して一種類の運送設定運賃を運送会社間で行う協定。
二番目の輸送形態が，関連会社によって供給されることになっているか，下
請業者によって，独占的でない基準で個々の契約を結んでいるか，もしくは
当該運送会社自身によって締結している場合。ある種類の運送に幾つかの運
8) Lang, op. cit., pp. 28-31. 
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （321)89 
送会社と，別の種類の運送に幾つかの運送会社と価格協定を行う場合。幾つ
かの船主と幾つかの運送会社の間の協定。
同盟の陸上運賃設定協定と規則第4056/86の一括適用除外の拡大に対する
議論
Langは同盟の陸上運送設定協定が規則第4056/86の一括適用除外の範囲
にあるとする議論には否定的見解を述べている。 EC法の中で多角的運賃設
定協定 (multilateralprice fixing agreements)を認められたのは定期船
同盟のみであり，その理由（安定性）はその他の種類の運送には認められて
いない（特別な理由の場合のみ，しかも 1部慣行協定として，航空と内陸水
路の価格交渉を許可したことがある。道路もしくは鉄道輸送に対しては許可
していない。）と述べて，この一括適用除外が ECの他の産業は勿論，運送
形態についてもきわめて特異なものであることを強調している。また第 5条
（義務規定）の(3)「運送利用者は内陸輸送に関して彼らの選択した企業と交
渉する権利がなければならない。」という規定に対しては， 同盟が内陸運賃
輸送料金協定に同意しておれば，第 5条(3)に言うこの権利は無意味となると
の解釈を示している。
「海運同盟はもし複合輸送に対する運賃設定も同時に出来なければ，海上
運賃は安定性を損なう。」との船社側の主張”に対して Langは，この議論
は彼らが参入しようとするすべてのその他の運送形態の運賃設定の適用除外
を同盟に与えることを正当化するものではない。同盟による運賃設定はその
9) Statement of Objections, op. cit., p. 2, para66. 69,規則4056は海運にしか適
用されないので， 同盟による複合輸送運賃設定は除外されない。複合輸送で同盟
（もしくはもっと一般的にはその下請）の内陸輸送に対して同盟メンバーによって
課される運賃を設定することを同盟に許すという主たる論点は，安い陸上輸送を提
供することによって，同盟の海上運賃を切り下げることを防止する必要からである
という。同盟の利益は現行の制限を強化するためにのみ， 競争をさらに制限する
ことを正当化させるには不十分なように思われる。 Statement of Objections, op. 
cit., p. 13. 
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他の種類の運送の価格を安定させることは出来ない。内陸輸送に必要な投資
は海運よりもずっと少ない10)。一括適用除外はカルテルのメンバー間の違反
を防止させるものではないとの理由をあげて反論している。
「海運同盟は陸上運送業者から特別に安い陸上運賃を交渉することが出来
る。」との船社側の主張に対して「道路運送は極めて競争が激しいので， こ
れが真実かどうか明白ではない。たとえ本当だとしても，そのコストの節減
が荷主に還元されるという保証はない」と述べている 11)。
最後に Langは特に他の輸送形態との関係から現行法では「内陸運賃設
定協定」を認めることは難しく，ローマ条約第85条(3)の条件を満たしている
とは必ずしも言えないと結論づけている。 Langは言う。同盟の運賃設定の
ために一括適用除外を拡大することは，単にその他の輸送形態との異例な状
態を作り出すだけである。運賃設定はその他の輸送形態の運送会社間では許
可されていない。だからその他の運送形態に参入する場合に定期船同盟間に
許可を与えるべきであるという理由はない。一括適用除外および個別適用除
外はローマ条約第85条(3)の条件が満たされた場合にのみ与えることが出来
る。運賃設定協定は通常それらを満たすことがない。第2の輸送形態での共
通サービスが提供される場合でも，このことはローマ条約第85条(3)の最初の
条件を満たすための十分な「進歩」を達成しているかどうか明白ではない。
さらに複合輸送の運賃設定がそれを達成するのに絶対に必要なことかどうか
（フレート・フォワーダーは運賃設定をしなくても複合輸送サービスを提供
10) ECSAは EC委員会がコンテナのロジスティク・コントロールに関連する投資
を十分理解していないと主張している。 ECSAC. 292/92, SF /3. 140, 10 November 
1992, ECSA代表と競争総局局長 K.Van Miertほかとの意見交換の会合での報
告。
11)英国で過去2年に同盟内陸運賃は約15％値上げされた。しかし貨物運賃協会の調
査では平均値上げ率は 4.4％であった。英国荷主協会が， 第1総局のコミショナ
- Mr. Carlo Ripadi Moanaにあてた書簡， CENSACircular No. 92/192, 29 
September 1992, ANNEX Il. 
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している）明白ではないと主張する 12)0 
5. Kreisの規則第4056と「内陸運賃設定」に対する考え方I)
Kreisは「複合輸送サービス」については評価している。コンテナリゼー
ションは複合輸送サービスの技術的，経済的進歩に寄与し，その運送サービ
スの質を改善すると考えられる。複合輸送業務は運送業者とその利用者の両
方にとって利益をもたらし，運輸市場の統合を導く可能性があり，競争政策
の観点からも重要であると述べている。
競争政策との間で問題となるのは， 「通し運送」の共通運賃設定について
である。米国では，通し運賃設定協定は1984年海運法で反トラスト法の除外
を受けている 2）。多くの加盟国や運送業界では複合輸送業務および通し運賃
12) Lang, op. cit., pp. 30-31. 
1)論説『欧州共同体の競争政策と国際海運』， EC委員会競争総局 HelmutW.R. 
Kreis, "FODHAM INTERNATIONAL LAW JOURNAL,’'日本船主協会（国際
部）平成3年10月28日翻訳 (1-27ペー ジ）， European Transport Law, XXVII 
No. 2, 1992, p. 155-180, FORDHAM INTERNATINAL LAW JOURNAL, 
Helmut W. R. Kreis, 1989-1990, p. 411-455. なお Kreis氏は EC競争総局の
運輸・観光局 (Unit)の副局長である。
2) 46 U. S. C. app. sec. 1703 (a), 1704, 1706 (Supp. V 1987)． 周知のように
1984年米国海運法では，通し逓送における外国内陸分野に関する協定，および米国
内陸分野であっても通し運賃のうち船社が荷主に課徴する内陸相当部分の運賃の協
定は反トラスト法が適用除外されている。 (FMCへの届出において， 通し運賃の
内陸部分 (InlandDivision)については，個別の運賃をタリフの中に記載して明示
する必要はない。
参考：第7条，反トラスト法適用除外，（a) 総則(4) 合衆国の輸出入貿易に対し
て供給される輸送の一部をなす通し運送における外国内陸分野に関する何等かの協
定または行動 （b) 例外 (2)通し運賃率の合衆国内の内陸下払分ー（内陸部分でな
く）に関する本法に服するコモン・キャリアの間の何らかの討議または協定。「内
陸下払分」とは現実に内陸運送業者に支払う額についての船社間の討議および協
定。内陸部分(inlandportion)，すなわち通し運賃率中の内陸相当分として荷主に
課する金額についての討議または協定は差支ない。米国内陸の航空，鉄道，自動
車，水路運送人と船社が結ぶ輸送契約には，反トラスト法適用除外が与えられず，
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設定は既に「同盟の一括適用除外の対象となっている。」 と指摘しその根拠
として，理事会規則第4056/86の第 2条（技術的協定に対する適用除外）3) と
第 5条(3)（適用除外に付帯する義務一貨物運賃に含まれていないサービスの
荷主手配の権利）並びに同規則採択に関する閣僚理事会議事録の中の説明を
あげている 4)0 
しかし理事会規則第 4056/86の第 1条(2)では，同規則は 1つもしくはそれ
以上の構成国港湾発着の国際海運サービスにのみ適用される。同規則前文解
説第11パラグラフで「内陸輸送……は規則第1017/68の適用を受ける」 と明
記されている。 EC委員会は複合輸送運賃設定は理事会規則第 4056/86の第
3条の規定（定期船同盟の一括適用除外）では認められていないという見解
をとっている。なぜならば，海運に関する理事会規定第4056の第 3条による
同盟の一括適用除外の範囲は規則それ自身の範囲より拡大することは出来な
いからである。さらに先の第2条および第 5条(3)に関する前述の議論は説得
力がない。 Kreisはその理由として戸口間運賃に対する運賃設定協定は商業
また同盟または船社グループがこれら運送人と交渉することは禁止された。通し運
賃率の協定，届出，発効については反トラスト法適用除外は認められているが，そ
の分割についての協定は新法では認められていない。 1984年海運法「198峠三米国海
運法の解説ー米国海運規制政策の沿革と変遷—ー」， 海事産業研究所編， 成IU堂，昭
和59年， 67および111-113ペー ジ。
3)理事会規則第1017/68の第3条「技術協定の適用除外」 (a)から (g)までの7つの項
目の技術的改善もしくは技術協力。その(c)に連続的，補完的，代替的もしくは複合
輸送業務の組織 (organisation)および執行 (execution)。特別な，競争的な運賃
を含む包括的運賃，当該業務の条件の設定および適用が規定されている。
4)「閣僚理事会議事録の説明」 p.167,「EC委員会は，海／陸複合輸送業務には，陸
上輸送に採択された競争規則，および海運に規定された競争規則が適用されると述
べている。実際，第85条(1)を適用除外する規定は，継続的または補完的な海／陸複合
輸送業務の機構および執行及び当該輸送業務に関する包括的運賃の設定もしくは適
用に関する規則となるものである。なぜならば，この規則の第2条及び規則1017/68
の第3条では条約第85条(1)に定める禁止規定はそのような慣行 (practices)には適
用しないとしているからである。」， CoucilDoc. No. 11584/86 MAR 84, Annex 
II, at 5 (Dec. 19, 1986), Kreis, European Transport Law, pp. 166-167. 
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的制限協定であって，規則第 2条(1)の意味での技術的協力を達成するのがそ
の唯一の目的および効果ではない。第 5条(3)および(4)の規定は確かに不明瞭
ではあるが，これらの規定は同盟の一括適用除外に伴う義務を構成するだけ
である。それはもしあるとしたら，除外を制限するものであり，絶対にその
規則自身の範囲を越えて拡大するものではない。
理事会議事録の委員会説明は海運に関する理事会規則第4056/86の第 2条
および内陸輸送に関する理事会規則第 1017/68の第 3条に規定されている技
術的適用除外に言及したものである。それゆえその説明は，一括適用除外の
問題に言及しているのではなく，複合海／陸輸送業務の場合の両規則の適否
を確認しているのである。これらの結論は欧州議会が草案規則第3条の修正
提案を理事会が認めなかった事実が， 運賃設定協定は海運の理事会規則第
4056/86による一括適用除外に含まれていないことを強く支持するものであ
ると考えている汽
しかしこれらの協定（取決）の当事者は，規則第12条による個別適用除外
を認められるかも知れない。もし複合輸送サービスの経済的重要性が得られ
ると考えられる利益を考慮すれば，ローマ条約第85条(3)および第87条による
一括適用除外を認めるような解決を探ることが望ましいであろう。
以上のように Kreisは， 規則4056第5条(3)および(4)の規定が不明瞭であ
ることは認めているが，第 3条の一括適用除外の範囲を拡大することは出来
ない。船主が主張する「理事会議事録」の中での委員会の説明は， 規則第
4056の第 2条， 規則第 1017の第 3条の技術的適用除外について述べたもの
で，複合海／陸一貫輸送業務に対する両規則の適否を確認したにすぎない。
そのことは，欧州議会が，規則第4056/86の一括適用除外に複合輸送も含
めるよう修正案を提出していることで明白であると述べている。
5) Amendments to the Proposal for a Council Regulation Laying Down De-
tailed Rules for the application of Artilce 85 and 86 of the Treaty to Ma-
ritime Transport, 0. J. C 255/176, at 177 (1986). 
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このように Kreisは一貫して理事会規則第4056/86の第 1条 2を厳密に解
釈すると共に，「内陸運賃設定協定」は理事会規則第4056/86の第 2条の「技
術的協定」にあたらず， 「商業的制限協定」であって， 第3条の一括適用除
外を受けられないと主張している。しかし複合輸送サービスの経済的重要性
とその利益については認識しており，第12条による個別的適用除外を受ける
か，一括適用除外を認める独立した理事会規定を草案することが良いと述べ
ている。
6. Brittanの複合輸送および同盟の内陸運賃設定協定に対する見解1)
複合運送の利点について Brittanは次のように述べている。「会社の営業
活動勘定は単純明快になり， ドア・ ー・ドア・コスト全体が複合運送に関
して業務の簡素化のため削減されます。利用者にとっては，複合運送は継続
的責任のややこしい問題を解決し，貨物が分難される場合に生じる危険を緩
和させます。複合運送は，また運送の対象（貨物）の質を維持する上で関係
する技術的制約を考慮することを容易にするものであります」2)0 
しかし共通内陸運賃設定には懸念を示し，具体的には同盟に内陸運賃設定
協定に対する一括適用除外が認められると，現在それを認められていない陸
上運送業者やフォワーダーが競争上不利になること，また海上運賃設定協定
を陸上運賃設定協定にまで拡大すると，海運会社は集団で交渉し，共通運賃
を設定することによって陸上運送人との運賃交渉で強い立場にあることは問
題である。荷主の陸上運送業者の選択権（第5条 3)が阻害されるので，そ
れを保証するための保護措置が必要であると述べている。・
1)「定期船海運欧州共同体の現代と展望」と題して1991年3月8日にパリで行わ
れたフランス海洋協会主催の EC委員会副委員長 SirLeon Brittan，による演説原
稿，日本船主協会国際部訳， 平成3年1月13日， 1-11ペー ジ， なおこの原文は
筆者は入手していない。 Brittan氏は1992年末までは EC委員会競争総局委員長
(Commissoner)であったが， Karel Van Miert氏に現在は引き継がれている。
"Seatrade Week," Vol.XII, No. 3, 15-21 January, 1993, p. 13. 
2)前掲書， 10ペー ジ。
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さらに内陸運賃設定協定はローマ条約第85条 1項に規定されている「協
定」であることを確認した上で，第85案(3)の要件をみたされているかの判断
が必要だとしている。そして結論として「ドア・ツー・ドア・タリフは同盟
が採用した海上運送タリフの順守の不可避的結果とは殆ど見なされません。
またこの正当性は利用者の利益を根拠とすることはできません。利用者ば海
上運送を終えた後は陸上部分に関して，特に自己の自由となる迎送手段を利
用する可能性を暗に奪われている場合は，道路運送人間の競争から，更には
道路運送人／内陸水上業者間の競争からでさえももはや利益は受けないので
す。商業実務において，複合運送は個々の船社レベルにおいてのみ経営が可
能で，同盟やコンソーシアムは利用者に追加的利益を与えるようには思えま
せん。また荷主や他の運送利用者も同盟に与えられている一括遥用免除が複
合運送をもカバーするように拡大されることには強く反対しています。 EC
委員会としては，複合運送が既に規則第4056/86に規定する免除の対象とな
っているとは考えません。この見解は一貫して支持されています。特に1989
年12月4日および1990年 3月26日の運輸理事会において支持されています。
そして同一の結論は FEFCによる複合運送タリフの設定に関する調査が始
まったときにこの同盟に通知されています」3)と述べている。
つまり同盟運賃を順守するために内陸運賃設定が必要だとは考えられない
こと。また荷主の利益になるのは，内陸運送業者を自由に選択し，内陸運送業
者の競争から来る利益を荷主が直接享受することを保証することこそ重要で
ある。同盟やコンソーシアムが複合輸送の運営に有効な影轡を与えるのでは
なく，あくまでもそれは個々の船社によって可能であるとの見解を Brittan
は示しているのである。
VI．結
?
我々は FEFCに対する「反対意見書」を中心に， EC委員会の複合輸送
3)前掲書， 1ペー ジ。
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と同盟の「共通内陸運賃設定協定」に対する認識を一応確認出来たように思
う。ここで今後の研究として 2, 3の疑問をあげておきたい。盟外船貨物が
フォワーダーによって内陸輸送される場合，複合一貫輸送としての交通用役
の品質は，同盟のそれと比較してどの程度劣っているのか。そのコストはど
の程度の開きがあるのか。フォワーダーは内陸輸送業者（主として道路輸送
業者）との価格交渉力では，同盟船社のそれと比較してどの程度の開きがあ
るのか。同盟内陸運賃表は，同盟船社の平均コストを基準にして同盟内陸運
賃率表が算定されるというが，それは具体的にどのようにして算定されてい
るのであろうか。その場合当然船社間によって平均コストの間に多少の開き
が生じると考えられる。内陸輸送は下請けとするので，船社による平均コス
トの開きはそれほど生じないのか。これはどのようにして同盟船社間で調整
されているのであろうか。ベースポートや内陸デポなどの戦略的輸送に必要
なコストはどのように案分されているのか。 LCL貨物の荷主は，欧州大陸
では海上輸送の後は自己手配するか，フォワーダーに依存しなければならな
い。このような荷主に対する取り扱いを今後どう進めるのか。盟外船社はコ
ンテナのインベントリーをどのようにしているのか。 EC委員会が言うよう
に，欧州内陸運賃が完全に競争状態に置かれた場合，同盟船社にはどのよう
な戦略が考えられるのであろうか。その場合米国海運法との間でどのような
問題が生じるのであろうか。
本稿は平成4年度文部省公立大学等教育施設整備費（在外研究員）事業による成果の
一部である。
謝辞本稿を執筆するにあたっては，社団法人日本船主協会欧州地区事務局長赤塚宏
ーキャプテンにご協力を頂きました。ここに記して感謝の意を表します。
1993.9.8 脱稿
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （329)97 
資料 EC競争総局の FEFCに反対意見書（仮訳全文） （なお文中のページは，原文
のペー ジを示す。）
EC競争総局からの FEFCに対する反対意見書
1992年12月21日
事実関係
p. 1 
A.苦情
1. EC委員会は1989年4月28日に BDI (Bundesverband), DIRT (the Deutscher 
Industrie-und Handelstag), BDGA (the Bundesverband der Deutschen Grossund 
Aussenhandels, DSVEすなわちドイツ荷主協会 (the Deutsche Seeverlader-
komitees)から，海運のローマ条約85, 86条の適用細則を規定した1986年12月22日
の理事会規則第4056/86の第10条による苦情を受理した。 I)
2. BDI, DIRTおよび BDGAは極東欧州運賃同盟 (FEFC-theFar Eastern Freight 
Conference)およびメンバーの共通運賃設定活動について苦情を申し出た。その苦
情は戸口間輸送サービスを達成する 5つの運賃要素を列挙して，それらすべてが現在
FEFCによって決定されているとしている。すなわち
p. 2. 
a) 港湾への輸送
b) 港湾（船積）での貨物取扱い
C) 海上運送 (A港から B港までの輸送）
d) 仕向け港での貨物取扱い（荷揚げおよび内陸運送地点までの貨物取扱い）
e) 仕向け港から到着地までの輸送
BDI/DSVKは理事会規則第4056/86の第3条の一括適用除外は上述の C)の項目，
（当該海上輸送）に関するもののみであり， FEFCはカルテル価格を海上運送だけでは
なく，港湾発着の輸送業務にも適用していると非難している。 ヨーロッパにおける a)
とe)項に関する運賃表は「欧州ゾーンチャージ」 ("EuropeanZone Charges’'）の名
称で同盟が公表している。
3. 苦情はさらに海上運送規則の範囲は「不定期船サービス（規則第4056/86の第1条
2項）以外の，ひとつもしくはそれ以上の EC港湾発着の国際海運サービス」であ
1) 0. J No. L 378, 2. 12. 86, p. 4. 
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り，それによって包含される一括適用除外の範囲はその規則の範囲を越えるものでは
ない。彼らの意見では，それゆえ適用できる法律は 1968年7月19日の理事会規則第
1017/68で， 鉄道， 道路， 内陸水運による輸送に対する競争規則に適用されるもの
で丸 その規則では，第2条で運賃設定を含む制限行為を禁止しており，内陸輸送に
関しては FEFCにより実施されている種類の活動に対する除外を規定していない。
4. 苦情は最後に上述の除外できない行為を中止させるための適切な行動を取ることを
委員会に求めた。
5. 後に苦情は彼らの提出を補足し， FEFCの海上輸送活動でない特定部分に焦点を当
て，彼らの見解ではローマ条約第85条， 86条違反であるとしている。
p. 3 
6. 委員会は1989年6月23日に FEFCにその苦情のコピーを送付し， BDI, DIHTぉ
よび BDGAの提出物 (submissions)に意見 (comments)を得るために伝達した。
7. 1989年11月30日に FEFCはドイツ荷主の苦情およびその他の提出物に対する意見
を行った。 FEFCは理事会規則第4056/86の第3条は陸上の定期船同盟の運賃設定活
動に適用されるとの意見を述べた。同盟の意見では， FEFCのメンバーに適用される
内陸輸送に関する運賃表は，苦情に指摘されているような「内陸運賃表」ではなく，
単なる複合輸送業務の内陸部分にだけ適用されるものである。 FEFCは「第3条（理
事会規則第4056/86の）の適用範囲を埠頭から埠頭までの輸送に限定する試みは，人
為的で，非論理的で，法律を理解していない (wrongin law)と結論づけている。
B. 当事者
8. 協定の当事者は極東欧州運賃同盟のメンバーで，定期船同盟は以下の航路に従事し
ている。
東航
英国，アイルランド，ノルウエー，スエーデン，フィンランド，デンマーク， ドイ
ッ，オランダ，ベルギーの港湾，ダンキルクからフランスの港湾からセントナザレま
でを含む。そしてイタリア，前ユーゴスラビア港から，マレーシア，シンガボール，
タイ，香港， 日本，台湾，韓国およびフィリヒ゜ン。
西航
韓国，台湾， 日本，マレーシア，シンガポール，フィリピンからヨーロッパ，黒海
諸港（C.I. S．諸港を除く），地中海の全非ヨーロッパ諸港（イスラエル諸港を除く），
および大西洋のモロッコ諸港。
p.4 
参加海運会社
2) O. J. L 175, 23. 7. 1968, p. 1 (Special Edition 1968 1, p. 302) 
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(20社）
EAC Ben Container Lines BV 
Egyptian International Shipping Company (S. A. E.) 
Egyptian Navigation Co. 
Compagnie Generaie Maritime 
Hapag-Lloyd Aktiengesellshaft 
Croatia Line 
Kawasaki Kisen Kaisha Limited 
Lloyd Triestino di Navigazione S. P. A. 
AP Mrt,ller-Maersk Line 
Malaysian International Shipping Corporation Berhad 
Mitsui O. S. K. Lines Ltd. 
The National Shipping Company of Saudi Arabia 
Nedlloyd Lijnen B. V. 
Neptune Orient Lines Ltd. 
Nippon Yusen Kabushiki Kaisha 
Orient Overseas Container Line 
A/S Det Ostasiatiske Kompagni 
P&O Containers Ltd 
Polskie Linie Oceanicze 
Wilh. Wilhelmsen Limited A/S. 
関係会員 (associatedmembers) 
(1社）
Consortium Hispania Lines S. A. 
p. 7. 
c. サービスとその市場
内陸輸送市場への船主の参入
9.伝統的に，荷主は運送形態ごとに輸送を手配する。このことは，一般に荷主自身そ
の都度代理人によるか， もしくはフレイト・フォーワーダーに依頼するかして戸口間
輸送で異なった結節点の輸送機関を手配する。両方の場合において1つのトリップの
連続性は一般に単一輸送業者が行う可能性の外におかれる。
10. 1960年代の貨物ハンドリンゲ革命はユニタイゼーションと呼ばれるものによっても
たらされたが，色々なユニタイジングの方法のうち，極めつけはコンテナリゼーショ
ンであったが， 1つの輸送形態からもう 1つの形態に簡単に積替を可能とし， 積込
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み，積卸し作業を促進した。新しい状況は運送業者に別の輸送形態とかかわることを
必要とする原因となった。次の段階は海上輸送に内陸輸送を加えることによる戸口輸
送を提供することであった。
11. このような現象の主要な特徴は，迅速性と責任の明確な帰属を提供する通し船荷証
券と，輸送コストの計算を容易にすることであった。結局このことは荷主へよりよい
サービスを提供することになる。
p. 8. 
12.改革はすべての輸送形態に影響を与えたが，特に海運は顕著であった。コンテナは
世界航路および取り分け OECD諸国のトレードの多くで，大規模な在来船輸送に終
りを告げさせた。海運業は急速な変化の影響をもろに受けて，最終目的地まで輸送網
を通じて貨物を適合させていくという，まさにフレート・フォワーダーに取って代わ
り，さらには競争して，内陸輸送業務に参入して行った。
13.ますます， 運輸市場では複合海／陸サービスの施設が海運業者に必要となり， それ
を彼らは主要な国際航路で大部分の貨物に提供した。
14. この（複合輸送の）発展は種々な商業手段によって影響を与えてきた。
ある場合には，船主は個々のベースで戸口間サービスを提供し，その場合に船主は海
運部分のみを担当し， 陸上部門は下請によって，道路もしくは鉄道輸送業者にゆだね
る3)。
海／陸戸口間運賃を設定している海運会社は， 通常荷主が望むならば， 荷主自身で内
陸輸送を手配する可能性を許している。海運業者による内陸輸送は， ‘‘carrierhaulage" 
と呼ばれている。荷主によって手配される内陸輸送は “merchanthaulage"と呼ばれ
ている。荷主は CHもしくは MHを選択する。従って内陸運賃率表は CHT(carrier 
haulage tariff)である。
その他の場合には，戸口間業務（サービス）はフレート・フォワーダーによって提供
される。彼らは自身ではいかなる輸送手段をも経営せず，種々な方法で，船主や陸上輸
送業者に貨物の輸送を下請に出す。同盟と（海運の共通運賃を設定するだけではなく，
時には陸上輸送部門の共通運賃も設定する場合がある。）．フレート・フォーワーダーの
間の競争の進展は複合輸送の発展のもっとも特筆すべき特徴である。
p. 9. 
15.船主に関しては．彼らの内陸業務については，その殆どは，内陸輸送業者へ内陸輸
送業務を下請していることは以上によって明らかである。大多数は彼らはフレート・
3)海運会社によっては陸上輸送了会社を設立するものもある。
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フォワーダーのような役割を演じ，一般に内陸輸送形態には投資しない。
16.にもかかわらず， 海運会社の内陸輸送に対する重要性は決して無視できない。事
実，たとえ海運業者の大多数は複合輸送の陸上部門をこのサービスの実運送人に下請
に出すとしても，かれらは陸上運送業者が陸上輸送で市場運賃に関して申し出るデス
カウントによって，ここから利益もしくはマージンを得ることができる。このような
デスカウントの提供は彼らが優遇基準で獲得する貨物量によってもたらされる。 （彼
らの顧客とは海運部分を輸送するために繋がっている。）それらの優遇基準は個々の
荷主では獲得できない特別条件を獲得することを許している。さらに幾つかの優良海
運会社はこのサービスを直接提供者として道路輸送市場に参入している。
内陸輸送市場の特徴
17.内陸輸送は次のような意味で定期船海運より，ずっと競争的な市場構造をもつ。少
なくとも道路輸送については，同盟が定期船海運で行っているのと比較して，市場集
中は非常に限られている。中小規模の運送企業の例外を除いて，内陸輸送業者には一
括適用除外は規則第 1017/68によって認められていない。競争は鉄道運賃の国家規則
に課される 2, 3の場合に維持されている場合を除いて，差別運賃が許可されていな
い。そこですべての荷主は現在その貨物の価格にかかわらず同一の運賃（船主が品目
無差別運賃， FAK運賃と呼ぶもの）を支払う。船主は彼らの特別の「貨物差別」お
よび「内部補助」運賃構造を内陸輸送に尊入する試みはない。そして彼らは一FEFC
のように海運同盟の中では共通内陸運賃を決める場合にもーFAK内陸運賃を徴収す
る。
p. 10. 
習慣的に内陸運賃は内陸輸送が行われる国の現地通貨で計算され，海上運賃を計算す
るのに最も一般的に使用される米ドルではない。
18.他方内陸輸送は，経済条件では， （金銭的には）戸口間輸送で海運よりずっと重要
である。
19. まず第一に，船主は幾つかの場合，戸口間運賃のわずか30％の運賃しか海運と関係
していないということを示す情報を提供してきた。 ECSAによって提供された情報
によると，欧州一米国および欧J•I•I一極東航路での戸口間輸送で提供される航路の平均
コストは以下の通りである。
海運： 30%
内陸： 33%
ターミナル： 20%
販売経費： 12%
その他： 5%
10.第二に内陸輸送運賃は海上運賃よりずっと高い。 FEFCは次のような研究を委員会
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に提出した。満載で8,000万ドルのパナマックス型コンテナ船の 1マイル当たりの20
フィートコンテナ (TEU)の輸送コストは米ドルで3.3セントである。 これは40フィ
ートコンテナ (TEU)で6.6セント，道路トレーラー輸送コストは1マイルあたり1.8
米ドル，鉄道コストは約50セントである。内陸輸送コストはここでは米国市場と比較
したが， 内陸輸送の経済的重要性に関する同様の結論は EC内部でも示されるであ
ろう。
同様の研究によると，代表的な ECの国，すなわちドイツで，道路運賃はトレーラ
ーキロメートルあたり約2.20から 1.8ドイツマルクである。 これらの運賃は最大とし
て， ドイツで戸口間運賃を提供するために内陸輸送を下請する定期船業者のコストを
表す。現在の為替相場で， 道路トレーラーのドイツのコストはそれゆえに， マイル
当り約1.6から1.9米ドルである。
p. 1. 
FEFCの内陸活動
21. FEFCによれば，このような同盟はそのメンバーの内陸輸送活動の経営に直接的な
役割をせず，共同での内陸輸送活動も行わない。そして2, 3の例外を除てい（注3
参照），同盟のメンバー会社はもはや運送機器の直接投資も行わない。 FEFCの船社
は，個々に CHに基づいて荷主と彼ら自身の内陸輸送協定を締結する。運賃につい
ては同盟の内陸運賃（それは5つの部分の FEFC運賃の中の付属運賃であるが）に
従うことになるが。 FEFCはまたその独立競争者（訳者注：フォワーダーのことか）
が，自身の内陸輸送で，個々の基準で，あるいは単一輸送契約で，戸口間サービスを
提供していることを知っている。
22.結論として，彼らが認識しているように，内陸輸送に関しては， FEFC海運業者は
フレート・フォワーダーと殆ど同様に，主として「マージンをとる」のである。一般
的に，彼らは自身で内陸輸送を行わず，むしろ下請けに回して，さらに同盟基準での
運営も行わず， FEFCによってなされる運賃設定以外は個々の基準で行う。 FEFCの
メンバ＿は従事している港湾にかかわらず，各ヨーロッパの内陸地点発着に同一内陸
運賃を徴収しているということは特に重要である。
23. FEFCにとっての内陸輸送の経済的重要性に関して，メンバ＿船社によって提供さ
れるすべての海上運送の90彩以上がコンテナ化されている。それらの輸送サービスの
大略85彩から90彩が戸口間輸送に該当する。その割合のうち， MHは内陸輸送のおよ
そ30彩を受け持つ。残りの70彩は CHによる FEFCによって輸送されるものであ
る。それらの内陸輸送活動で， FEFCメンバー船社は1991年に約1,015,208TEUを
輸送した。これは約9,276,653トン (weightton)に匹敵する。そのうち約89彩は EC
の内部， もしくは領域の通過によって生じたものである。プレイク・バルクの総量
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （335)103 
(FEFCによって ECでの発着で輸送された非コンテナ貨物）はほんの少量である。
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サービスおよび市場
24. この反対意見書に関するサービスは， FEFCの船社が定期船海運と一緒に荷主に提
供した (offered)内陸輸送サービスである。
25. この反対意見書は FEFCのメンバーが提供する港湾関連サービスもしくはこの同
盟のその他の業務とは関連しない。委員会はこれらの問題に関する反対意見書を送付
する権限を留保する。
26.当面の目的は，市場は EC内もしくは EC領土を通過する彼らの従事する EC諸
港および内陸ボイント間の， FEFCメンバー船社による海上により輸送されるコンテ
ナの内陸輸送に関するものである。
D.協定
27. この反対意見書の目的で考慮される協定は，そのメンバ＿によって提供される内陸
輸送サービスに対する FEFCの共通内陸運賃に設定された FEFCの内陸輸送運賃率
表についてである。
28. FEFCによれば， 同盟運賃設定権限はコンテナリゼーションの出現から，すなわ
ち1971年から，内陸運賃まで拡大されたという。 FEFC内陸運賃は最近改定され，新
運賃率表 (NT90)が1990年1月1日現在実施されている。 FEFCの内陸運賃および
条件は NT90によっても殆ど変わっていない。
29. FEFCの代表によると． FEFCの運賃率表はそのメンバー船社よって提供された
戸口間サービスを反映して包括的運賃構造の規定を目指している。新しい FEFC賃
率表は5つの要素もしくは付属賃率表をもつものであり，すなわち
(a) 荷主の敷地から積込港（適当な場合）までの内陸輸送
(b) 積込港のターミナル荷役 (handling)
(c) 海上運送
(d) 荷揚港でのターミナル荷役 (handling)
(e) 配達地点（適当な場合）までの内陸輸送
NT90は，たとえば倉庫，ラベル貼り． 包装などのような幾つかの FEFCのメン
バー船社によって提供された追加サービスの賃率表を規定するものではない。
30. FEFCのメンバー船社の海上運賃は米ドルに基づいている。その通貨は国際取引を
容易にするのに使用される。他方内陸運賃は当該地域に適用される通貨によって．生
じたコストを計算する。
31.内陸運賃は FAKシステムで構成されている。（上述の18パラグラフ参照）そして
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内陸コンテナ輸送での運賃の状況を反映している。 FEFCによると，これはまた欧州
の各内陸地点から個々の貨物に対して，それぞれの運賃を決定することによって生じ
る運賃の実行不可能な多様性を防止することにあるという。
32. この反対意見書は ECの内部もしくは領域を通過する場合， 29パラグラフで述べ
た a)と e)の部分のみに関係する。委員会は b)と d)の部分に関する追加的な反
対意見書を送付する権限を留保する。もし必要な場合には，第三国で行われている内
陸輸送に関して ECでの FEFCの内陸運賃設定活動に関しても留保する。
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Leagal Assessment 
法的評価
次の法的評価は最近制定された FEFCの協定の分析に基づくものであり， この問題
に対する今後の手続を損なうものではない。
A) 規則第1017/68とローマ条約第85条および第86条との関係
33.鉄道，道路，内陸水路による輸送についての競争規則に適用される規則第 1017/68
は，運輸部門で競争規則に係わる最初の規則であった。競争規則が運輸部門に適用さ
れるという欧州裁判所の意見表明前に採択されたので4), 規則第 1017/68はローマ条
約第85条および第86条の条文と殆ど変わらない再録である。
34.規則 1017/68は，共同体の二次的法規の一部であるため，ローマ条約の規定から離
脱することは出来ない。従って規則第 1017/68は裁判所の判例法によって解釈しなけ
ればならない。委員会が内陸輸送については，ローマ条約の第85条および第86条を施
行するために必要な手段という条件で， しかもローマ条約に含まれている基本的な競
争規則から外れることがあってはならない。
判例法によって， 規則第1017/68の第2,5, 7, 8条は， それゆえローマ条約第85
条及び第86と同じ方法で解釈すべきである。それ以外のなにも加えてはならない。ゅ
えに，たとえば第85条3によらない協定は，規則 1017/68によって除外することは出
来ない。
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35.上述の 2つの一連の規則の関係に関して，規則第 1017/68の規定の参照事項はロー
マ条約第85条および第86条の同一規定によって理解しなければならない。そして規則
4)フランス船員事件第 167/73,〔197釘 R.C. R. 359 ; Nouvelles Frontieres,事
件第 209-213/84, 〔198釘 E.C. R. 1425 ; Ahmed Saeed,事件第 66/86(1989〕
E. C.R. 803. 
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （337)105 
1017/68の規定はこれらの条文と一致させて解釈しなければならない。
B)規則第1017/68の第2条
36. この規定によれば，企業間協定，企業の連合による決定，共同行為は構成国間のト
レードに影響しやすい。構成国はそれらの目的もしくは効果 (effect)を持つものと
して，共同体市場内部の競争の妨害，制限，歪曲，特に直接的に運送コストおよび条
件を決定する場合には，共同体市場と両立しないものとして禁止され，またそのよう
な影響を与える事前の決定も禁止されている。
37. FEFCメンバーは規則第1017/68の第2条にいう企業である。
38. FEFCの欧州内陸運賃表は上述の規定に言う協定である。
39.内陸輸送の直接的な運賃および条件の設定は，規定第1017/68の第2条による競争
制限である。
40. FEFCの内陸運賃協定は構成国間の取引に影響を与える。彼ら自身が操業している
個々 の港湾から， EC内の特定の内陸地点までの業務に（もしくはその逆）， 同盟メ
ンバーが課す運賃を協定することによって， FEFCの内陸運賃は港湾間の競争に影響
を及ぽし，また幾つかの構成国間の貨物のルートにも影響を与える。
41.個々の FEFC船社の操業している港湾に関係なく， 内陸運賃を同一にするという
ことは，当該港湾がより近距離に位置するという経済的有利性をなくすることによっ
て， FEFCの（設定する）地理的範囲内に，港湾の自然の貨物集積を変化させること
になる。
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42.その結果，構成国間の内陸輸送サービスは，当該港湾から内陸地点までの，もしく
はその逆の場合も，より近い距離という基準に基づいた自然のルートがもはや関係し
ないという事実によって影響される。
C)規則第1017/68の第3条
43. FEFCの欧州内陸運賃表は， 規則第1017/68の第3条にいう技術的協定ではない。
運賃に関する同一市場での競争者間によってなされる協定は商業協定である。そして
技術的な改善に適用されるような，さらに技術的協力を達成することを唯一の(sole-5>
目的とするものでもない。
44.第3条(l)(C)は内陸輸送様式間の「連続的，補完的，代替的もしくは複合的な輸送業
務」についてのみ触れられている。そして内陸輸送と海上輸送間については触れられ
5)規則第1017/68の第3条の英語訳では， soleという言葉が，省略されているが，
この規則の最初のテキストおよび規則第4056/86（第2条）および3975/87（第2
条） （訳者注：航空に対する規定）に含まれている。
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てはいない。第1条に規定されている規則第1017/68の範囲は一「鉄道，道路，内陸水
路輸送」ーであって， ここで言及している連続的な，補完的な等々の輸送業務は，こ
の規則それ自身の範囲外で行われる場合には，適用除外を受けることはない。
D) 規則第1017/68の第4条
45.規則第1017/68の第4条にいう中小企業グループに対する適用除外もまた適用され
ない。第1に FEFCの海運会社は大部分は自身で内陸輸送活動を行わないし， そ
のような目的もない。当該規則の第4条(1)の最初のインデントはそれゆえ適用出来な
い。
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46.第2に，彼らは共同で内陸輸送機器もしくは用品 (supplies)の資金手当 (finance)
もしくは入手もしない。さらに大部分の船社は規則第1017/68の第4条(1)の第2イン
デントにいう内陸輸送サービスをも提供しない。
47.第3に第4条のはじめの部分にも当てはまらない。 1つには FEFCメンバーの幾
つかは，この規定の適用に必要な自身での輸送能力を持たない。他方，たとえ借りる
か，下請した輸送能力が考慮されなければならないとしても， FEFCメンバーの全
体 (joint)の能力は内陸規則（第1017)第4条の規定される制限を優に越えるもので
あろう。（第23パラの1991年の FEFCメンバーによる，もしくは，そのための輸送さ
れた TEUおよび重量参照）
E) 規則第4056/86の第3条
48. FEFCメンバー船社は，彼らの見解では， 規則第4056/86の第3条は，複合輸送の
運賃設定活動を適用除外していると繰り返し述べている。 EC委員会は次の理由から
この見解を受け入れられない。 ~ 
49.一括適用除外の範囲は規則第4056/86自身の範囲を広くすることはできない。 この
規則第1条(2)によれば， 「一つもしくはそれ以上の構成国の塑登発着の国際海運サー
ビスに竺全適用される。」この規定から複合戸口間輸送の形態もしくはその他の内陸
輸送はこの規則に含まれていない。ゆえに第3条の一括適用除に当てはまらないこと
はこの規定から明白である。
50.第3条の一括遮用除外は港湾間 (port-to-port)の運賃にのみ言及している。規則
第4056/86の第3条の表題はこの点をはっきり示している。すなわち「定期船海運サ
ービスの業務に関する船社間 (carriers)の協定に対する適用除外」 というタイトル
である。
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51. この結論は海運規則（第4056/86) の前文解説第1バラグラフで確証されている。
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （339)107 
そこでははっきりと「海運業者 (carriers)6)によって組織される内陸輸送の場合には，
後者は引き続き規則 (EEC)第1017/68による。」と述べられている。この前文解説は
さらに複合戸口間輸送の場合には，海運部分のみ規則第4056/86の範囲に入ると指摘
している。
52.規則第4056の第5条(3)および(4)は，定期同盟によって組織された複合輸送は同様に
一括適用除外の対象になるという示唆を含んでいるという， FEFCによって展開され
ている犠論には説得力がない。第5条は，もしあるとすれば，一括適用除外を制限する
義務を含むものである。それは第5条の説明をする上述の前文解説第1パラグラフで
示されているように，規則の範囲を越えた一括適用除外の拡大を含むものではない。
53.規則第4056/68の採択に関する理事会の議事録の中での委員会の陳述は互 内陸運
賃設定活動の合法性を弁護する FEFCによる引用であったが， 言われるような結論
には至らなかった。
委員会の解説 (statement)は規則第4056/86の第2条および規則第1017/68の第3
条に規定されている技術的適用除外に言及している。それゆえ解説では，一括適用除
外の問題には言及せず， 両規則が複合海／陸業務， すなわち海上部分については規則
第4056/86，陸上部分については規則第1017/68が適用されることを確認している。さ
らに解説では個別の内陸輸送業者と個別の海運業者との協定についてのみ言及してい
る。このことは内陸もしくは海上運賃に対する競争者との共通運賃設定協定は，商業
的制限協定であり，唯一の目的として，内陸規則第3条(1)および海運規則第2条1に
いう技術的協力の達成に影響を与えるものではない。
54.最後にこれらの結論はさらに欧州議会が，海運規則草案の第3条の修正として「前
述の適用除外は「複合輸送」（すなわち港湾発着の輸送を含む海上輸送8)）」 という文
6)英語のもともとのテキストでは，それは “carriers"のかわりに， ‘‘shippers"と
述べられている。しかしながらこれは明らかに誤りである。
1. 全体の前文解説部分では，もし「荷主」 (shippers)が正しいのなら意味をなさ
ない。
2. この規則のその他のすべての外国語翻訳では “carriers"となっている。
7)委員会は複合海／陸輸送業務は陸上輸送および海上輸送のために採択された競争
規則によると述べている。実際第85条(1)の適用除外は，連続的もしくは補助的な複
合海／陸輸送業務の組織および執行， 当該輸送業務に対する独占的運賃設定もしく
は適用に関する規定であろう。この規則第2条および規則第1017/68は共に， ロー
マ条約第85条1項に規定されている禁止はそのような業務には適用されないと述べ
ているからである。（理事会議事録 (Doc.）第11584/86MAR 84, Annex II, at 5, 
Dec. 19, 1986) 
8)海運に対するローマ条約第85条および第86条の適用細則に規定された理事会規則
に対する提案の修正を参照。 OJC 255/176 (1986) 
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言を加えた修正案を提出した事実によって支持される。しかしこの修正提案は理事会
によって修正されなかった。
5. この修正案に対する理事会の反対は，内陸運賃設定協定は海運に関する理事会規則
第4056/86の第3条による一括適用除外には含まれないという議論を確認するもので
ある。
しかしそのような協定に対する当事者 (parties)は， 規則第1017/68の第5条に規
定された条件を満たした場合には，上述の規則11条の(4)もしくは12条によって個別的
適用除外を認められるかもしれない，
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F) 規則第1017の第5条
56.規則第1017/68の第2条が適用され，さらに一括適用除外もしくはいかなる除外も，
内陸輸送の共通運賃設定に対する FEFCのメンバーには許可されないので， 個別的
適用除外が現在の状況で， この場合に認められるべきであるかどうか判断しなければ
ならない。
57. このために規則第1017/68の第5条に規定されているのと同様の， ローマ条約第85
条3項の4つの条件が考察されなければならない。
I.技術的もしくは経済的進歩
58.規則第 1017/68の第5条によると，規則第2条の禁止が適用されないために満たさ
れなければならない最初の条件は，「つぎのことに貢献する」，協定，決定，共同行為
である。
•輸送サービスの質的改善， もしくは
●需要および供給がかなり一時的に変動する市場での，輸送の必要性を満足させるよ
り大きな継続性および安定性の促進。もしくは
•企業の生産性の向上， もしくは
•さらなる技術的もしくは経済的進歩
運送サービスの質的改善
59. FEFCの内陸運賃設定協定は，現状では運送サービスの質を改善させるとは考えら
れない。 FEFCの欧州内陸運賃表に参加している各船社は，荷主に自身の内陸輸送協
定を提供する。輸送の質は船社によって様々であるが，内陸運賃は統一されている。
このことは FEFCのメンバーが彼らが荷主に提供する海陸サービスの改善に対する
刺激が殆どないということである。
かなり一時的に変動の大きい市場での継続性および安定性の促進＝企業の生産性の
増加ーサービスの生産も＿しくは流通の改善
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （341)109 
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60. FEFCの共通内陸運賃設定活動は，適用される内陸輸送市場で，継続性および安定
性を促進しない。 FEFCの個々のメンバーは，通常内陸輸送サービス市場での中間業
者として行動し，道路輸送業者や鉄道業者にその内陸輸送業務を下請に出す。彼らは
内陸輸送業者から異なった価格で内陸輸送サービスを購入し，そしてそれらを荷主に
統一運賃で再販する。 FEFCの協定は内陸輸送市場での継続性もしくは安定性を促進
するものではない。
61. さらに FEFCメンバーが同時に売り手と買い手になる内陸輸送市場の特定のセグ
メントはかなり一時的な変動が激しいという証拠はない。
62.パラ59と60で決定された理由から，内陸輸送市場のいかなる生産性の向上も FEFC
メンバ＿によって達成されることが出来ず，大抵の場合この市場での彼らの活動はサ
ービスの真の提供者と運送利用者（私法によれば， 彼らが本人 (principals)として
行動し，自身の船荷証券を発行し，そしてそのような業務の法的責任を認めているけ
れども）との間の中間業者のそれであることを考慮する必要がある。下請を通して，
直接内陸輸送サービスを提供している2, 3の船社に関しては， FEFC欧州内陸運賃
への参加もまた生産性を促進させるといういかなる証拠もない。
63.内陸輸送サービスの生産もしくは流通の改善に関して， FEFCのメンバーの内陸運
賃設定がサービスの生産を改善させるということは示されていない。それは FEFC
が認めているように，単に個々の海運会社によって道路運送業者および鉄道業者から
異なった価格で購入し，すべての荷主に同一価格で再販するだけである。この業務は
従って，当該サービスの生産を増加させない。すなわち荷主もフレイト・フォワーダ
ーも直接に同一のサービスを得ることができる。
p. 22. 
64.流通に関して，各メンバー船社がそれ自身の個々の内陸輸送協定を提供するがゆえ
に，より良い流通が共通運賃設定によって達成されるという証拠はない。
技術的もしくは経済的進歩
65.従って， 如何なる技術的もしくは経済的進歩も， 共通の欧州内陸運賃に関する
FEFCの協定から生じない。
66.同盟の安定（供給）の役割は，規則第4056/86によって承知されているが，定期船
同盟による共通内陸運賃設定を禁止しようとする EC委員会によって危険にさらさ
れることになろうと FEFCは主張する。 この議論は海運貨物運賃の安定性が，規則
第1017/68の目的にかなう技術的もしくは経済的利益であるかどうか，さらに海運部
門での安定性が， もし非海運部門， もしくはその他の部門で，定期船同盟メンバーに
よる共通運賃設定が禁止されると，危険にさらされるかどうか評価することによって
考察しなければならない。
110(342) 第 38 巻 第 3•4号合併号
67.規則第4056/68は，船社による海運活動の範囲を， EC港湾間もしくは EC港湾と
第三国の港湾間に制限している。
68. この意味で UNCTAD定期船コードは， 規則の実際の草案に影響を与えて来たが
（その前文解説第3バラグラフはこの点が明らかにされている。）理事会規則自身と
同様に，ただ海運だけに言及している。
69. FEFCは， もしそのメンバ＿が個々に内陸運賃を決定しなければならないならば，
彼らは FEFCのパートナーよりも， より有利な内陸運賃を荷主に提供することによ
ってお互いの海上運賃を効果的に引下る誘惑に駆られることになるだろうと主張して
きた。
70.海運会社の活動の一部分のカルテル化が，競争規則と両立出来ると判断される事実
が，それだけでこれらの企業のすべての活動の適用除外を正当化することにはならな
い。すなわち海運部門での同盟の「安定（供給）の役割」は同様に競争から同盟のす
べての非海運活動を保護することを正当化するほど不可欠なものではない。
71. すべてのカルテルは， そのメンバーによる「ごまかし」もしくは秘密の割引行為
よって弱められているということは強調しておく必要がある。海運同盟もこのルール
の例外ではない。同盟組織は大抵の航路で維持されてきてはいるが．とにかく「ごま
かし」を防止するために，カルテルの力を強化するか（もしくは拡大するか）という
申し立ての必要性は，現状では第8竣都）の意味の中で適用除外を認める正当性を構成
するとは考えられない。
72.個々の内陸運賃によって導入された「不安定性」は FEFCの中での秘密のリベー
トによっ生じる「不安定性」より高いとは思えない。 これは FEFCの生き残りおよ
び世界的な定期船同盟の維持を絶対妨げるものではない。
73. FEFCが陸上部分で運賃の支配を維持することをやめるならば，次のような発展が
生じるように思われる。すなわち
•EFFC 大多数のメンバ→ま，現在と同様， 戸口間サービスを提供し続けるであろ
う。そして自身の個々の内陸運賃を自由に決定し，自身の個別の内陸輸送運賃表を
持つことになるであろう。独立船社は個々の戸口間運賃を提供するのになんの問題
も生じていない。同盟船社もまた問題は生じないと思われる。
0荷主は彼らに提供される異なったサービスの間での広い選択を享受する。彼らは輸
送網 (chain) の異なった部分を， 2つもしくはそれ以上の会社に貨物を委ねる
か，戸口輸送サービスを提供する 1つの会社に委ねらことが出来ることになろう。
それは海運会社であるかー同盟船社もしくは独立船社ーもしくはフレート・フォワ
ーダーの場合もあろう。
p. 24. 
•フレート・フォワーダ＿はその役割を強化すると思われる。なるほどフレート・フ
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （343)111 
ォワーダーおよび船主間の競争の激化は，技術的および経済的進歩にのみ望ましい
であろう。すなわちフレート・フォワーダーは，いつでも時間内に，異なった港湾
で，異なった内陸輸送業者および異なった船主を比較して，最も有利な内陸および
海運業者をいつでも的確につかむことができるであろう。その結果，資源はより良
く配分されることになろう。
この意味から，もし同盟船社が陸上活動をカルテル化する権限をもてば，そういう
権限を持たないフレート・フォワーダーと比べて強い立場に置かれるように思われ
る。
p. 24. 
I.利益の公平な配分
74. EC委員会は，運送利用者9)が FEFCの内陸運賃設定協定の結果，公平な利益の配
分をを受けないという意見である。
ドイツ荷主協議会で構成されるドイツの運送利用者は，このケースに苦情を持つこ
とを覚えておかなければならない。彼らはその他の諸国の荷主協会，たとえば英国荷
主協会，フランス荷主協会 (CNUT)，そして欧州の荷主の主要な代表団体，欧州荷主
協会によって支持されてきた。
75.フレート・フォワーダーはその代表組織CLECAT(Comite de Liaison Europeen 
des Commissionnaires et Auxiliaires de Transport)を通じて， この意味での内
陸輸送の競争の歪みについて関心を表明した。
76.フレート・フォワーダーは内陸輸送サービスの規定で，船社と直接競争する立場に
ある。内陸輸送では両者が実運送人および内陸輸送サービスの買い手として行動す
る。フレート・フォワーダーは，その活動にいかなる適用除外も受けていない。内陸
輸送の分野もしくは海上輸送分野で，時々 NVOC(non-vessel operating carriers) 
として行動する。
p. 25. 
77.それゆえ，適用除外がいかにして共同体の輸出入産業およびフレート・フォワーデ
ィングの部門を代表する，すべてのこれらの関係運送利用者の意見に対してそれを正
当化するかは困難である。
78. この場合には，消費者に対する利益の公平な分け前を留保することは，内陸輸送サ
ービスを荷主に提供する場合に高度の競争水準を維持することを意味する。すなわち
EC委員会は， 荷主が内陸輸送サービスを購入する場合に， 質と価格で幅広い選択
が出来ることをいつでも保証されるように行動すべきである。 この点で， merchant
haulageとcarrierhaulageの選択は， それはそれ自身第85条(3)の意味の中での利
9) 規則第4056/86の第 1 条(3~C)は運送利用者として，なかんずく「荷主，委託業者，
フォワーダー」を示している。
112(344) 第 38 巻 第3•4号合併号
益を構成するものではないが，不十分なように思われる。 merchanthaulageによっ
て実施される陸上輸送は低い割合 (305lる）であり， FEFCのメンバーによる carrier
haulageは70％と説明されているからである。実際には戸口間輸送の利益の公平な
分配の消費者への留保は， もし船主自身がが，お互いに競争状態に置かれれば，より
簡単に達成されるであろう。
皿． （競争）制限の絶対必要性 (in~y of __ tle restrictiont1) 
79.上述のような状態は，規定によって獲得される経済的有利性， もしくは，複合輸送
サービスのグレード・アップ， もしくは海上運賃の安定を促進するというようなこと
では，作り出されてこなかった。
80. この最初の得られるべき利益に関して， FEFC船社は大部分は物理的な供給者では
なく，内陸輸送サービスの再販者で，その内陸輸送業務は個々の同盟船社によって運
営され，彼らは現に同盟の介入なしにその顧客にこれらのサービスを実際には提供し
ているということを強調しておかなければならない。
p. 26. 
81.技術的もしくは経済的進歩を促進させるには， 複合輸送サービスの規定を一般化
(generalization)させることによって生じるであろう。この発展は FEFCの陸上
活動の個別的適用除外を認めることなしに十分に実現出来る。 このことは独立船社
(non-conference)が個々の基準で優秀な質の複合輸送サービスを提供する能力があ
る事実によって確証できる。 そして FEFCのメンバーがすでに行っているように，
個別の基準で，同盟に依存することなしに，それらを提供している事実によっても確
証できる。
82. さらにフレート・フォワーダーは同時に， もしくは船社が陸上輸送市場に参入して
きた以前から，荷主に戸口間サービスを提供しているので，かれらは一度もカルテル
を組織する権限を与えられて来なかったけれども，そうし続けている。そして船社が
ー同盟であれ独立船社であれーすることを，陸上運賃の共通的設定なしに，将来も続
けるであろう。
83.従って， FEFCの内陸運賃の設定が，複合輸送サービスを提供し，向上させるのに
必要であるかどうかの問題は現状では否定的な回答にならざるをえない。
84.同様の考察は第2の申し立て理由についても言える。すなわちそれは， FEFCが海
上運賃の安定を提供するために，内陸運賃の設定を適用除外とすることは絶対必要な
問題であるというものである。
85. FEFCは内陸運賃の設定は，同盟内部の運賃競争もしくは運賃引き下げから生じる
海上運賃の不安定性を避けるために絶対に必要であると主張する。この鏃論はすでに
パラ70以下で取り扱った。
極東欧州運賃同盟 (FEFC)の共通内陸運賃協定と EC競争法（松本） （345)113 
86. さらに次の諸点を考慮しなければならない。
0内陸輸送で競争できる運賃を提供することは， 運賃切り下げ， もしくは「ごまか
し」という海運同盟内部の競争をほとんど考慮することではない。すなわち
p. 27. 
•「ごまかし」を防止することは，それが技術的もしくは経済的進歩を提供するわけ
ではないので， FEFCが内陸運賃の設定を説得する正当な目的とはならない。
O 「ごまかし」や「運賃値引き」や「不正行為」は， 実際に海運業務を行っている
FEFCのメンバーの間で生じている。カルテルは単にそのメンバーがその規則を守
らないという理由から，その拡大を正当化することは出来ない。
もし必要ならば， FEFCは海上運賃の内部競争を防止するために， 規則第4056/86
の第3条が，その(e)で海運同盟のために認めている可能性を利用出来よう。
87.結論として， FEFCのメンバーによって決定された内陸運賃の設定は， FEFCの内
陸共通運賃表から生じると（考えられる） 2番目に強く主張された，予想される理由
を正当化させるために絶対に必要なものとは思えない。 （訳者注 0 2番目の主張とは
FEFCが海上運賃の安定を提供するために，内陸運賃の設定を適用除外とすることは
絶対必要な間題である。」ということ）
w．市場の主要部分に対する競争の排除
88. EC委員会は戸口間規則の共同的設定に関して， FEFCに個別的適用除外を認める
ことは，短期的には競争の排除と結び付かない。同盟船社は彼らが運営する陸上輸送
市場のほんの限られた部分を持つにすぎないからであるということを認めているから
である。それにもかかわらず，船社は一同盟，独立船社を問わず一輸送網における海
運部分の重鎮であり，それゆえ自身の「固定客」を大抵もっているように思われる。
海運（すべての海運企業は海運同盟に参加でき，規則第4056/86の第3条の一括適用
除外を受けることができる。）のみならず， 陸上輸送でも， 陸運業者もフレート。フ
ォワーダーも同様の可能性を許されていないところで，船主にカルテルを形成する権
利を許可することは，荷主が merchanthaulageおよび carrierhaulageを選択す
ることが出来るという事実があっても，実際には運輸業者の選択幅を著しく削減する
結果となる。
p. 28. 
89.最後に，欧州の内陸輸送の自由化および規則緩和に向けての努力が行われている時
に， もし同時に， 同盟が欧州内陸輸送運賃の一部を規制する適用除外が認められる
と，矛盾が生じることになろう。さらに内陸輸送は二つの領域にまたがっている。一
つは EC内の一般的な内陸移動であり， もう一つは， 海運と連携して最終目的地に
結び付く，同盟規則と運賃に従うものである。
114-(346) 第 38 巻 第 3•4号合併号
規則第1_()17/68の第5条に関する結論
90.上述の考察から次のような結論と結び付く
•複合輸送の発展は， それ自身， 技術的および経済的進歩を達成する手段を構成す
る。しかしこの発展は陸上輸送の部分的カルテル化に依存するものではない。
•FEFC に個別的適用除外を認める目的は (FEFC はすでにその海上活動に関して一
括適用除外から利益を受けている。）個々に同盟メンバーによって提供されるサー
ビスに共通運賃設定を許可することにある。彼らは自身で，複合輸送の発展から生
じる利益の向上に貢献していない。そのような適用除外は現状では正当化すること
が出来ないように思われる。
•陸上輸送部門もしくはその他の部門（たとえばコンテナ移動の共同管理， もしくは
コンテナの保管での船社間の幾つかの協力形成は運賃設定を除いて， もし開発に対
する個々で行う形態と比較すれば，その改善に貢献することが出来ることは否定で
きないであろう。規則第1017/68もしくは規則第17/62によって委員会に提出され
た，個々の協定の個別のメリットによって，個別的適用除外を認める可能性は常に
存在する。
p. 29. 
G) 規則第 1017/68の第10条および第1条(1)
91.規則第 1017/68の第10条および第1条(1)に従って，さらにこの問題の今後の手続を
損なうことなしに， FEFC海運同盟による共通欧州内陸輸送運賃について，委員会は
規則第1017/68の第2条違反の決定答申を採択することとする。そして FEFCとその
メンバーがそのような違反を中止するように求める。
H)規則第1017/68の第22条(2)
92.規則第1017/68の第22条(2)によって，規則第1017/68の第2条の違反を意図的に，
もしくは過失によってなした場合には， EC委員会は決定によって FEFCメンバーに
1,000から百万 ECU(units of account)まで， もしくはそれと同等額，但しその違
反に参加した個々の企業のその前年の会計年度の総売上高の10％を越えない額の罰金
を課す可能性を考えている。罰金額の決定には委員会は違反の重大さと期間を考慮す
るものとする。
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